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序 文 

 

独立行政法人国際協力機構は、ネパール連邦民主主義国の貧困農民支援にかかる協力準備調査を

実施し、平成 21 年 10 月 7 日から 10 月 17 日まで調査団を現地に派遣しました。 

調査団は、ネパール国政府関係者と協議を行うとともに、計画対象地域における現地調査を実施

し、帰国後の国内作業を経て、ここに本報告書完成の運びとなりました。 

この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立つことを

願うものです。 

終りに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

 

平成 22 年 2 月 

 

独立行政法人 国際協力機構 

農村開発部長 小原 基文 
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写真 

 

写真 1：コハルプル地区農業協同組合 写真 2：AICL バンケ地域事務所の倉庫内の様子 

  

写真 3：農民からの聞き取りの様子 写真 4：農民の所有地（プライニ村） 

3.5ha の農地でコメを栽培している。 

 

      

写真 5：民間肥料販売店 写真 6：左記販売店で店頭に並んでいた肥料 
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略語集 

2KR ：Second Kennedy Round / Grant Aid for the Increase of Food Production / Japanese grant 

assistance for the food security project for underprivileged farmers / 食糧増産援助・貧困

農民支援 1 

ADB ：Asian Development Bank / アジア開発銀行 

AIC ：Agriculture Inputs Corporation / 農業資材公社 

AICL ：Agriculture Inputs Company Ltd. / 農業資材投入公社 

APP ：Agriculture Perspective Plan / 農業長期開発計画 

DADO ：District Agriculture Development Office / 郡農業開発事務所 

DAP ：Diammonium Phosphates / リン酸第二アンモニウム 

FAO ：Food and Agriculture Organization of the United Nations / 国際連合食糧農業機関 

FAOSTAT：FAO Statistical Databases / FAO 統計データベース 

GDP ：Gross Domestic Product / 国内総生産 

GNI ：Gross National Income / 国民総所得 

JICA ：Japan International Cooperation Agency / 独立行政法人 国際協力機構 

JICS ：Japan International Cooperation System / 財団法人 日本国際協力システム 

JT ：Junior Technician / 技術者 

JTA ：Junior Technical Assistant / 技術アシスタント 

KR ：Kennedy Round / Food Aid / 食糧援助 

LIC ：Low Income Countries / 低所得国 

MOAC ：Ministry of Agriculture and Cooperatives / 農業協同組合省 

MOP ：Muriate of Potash / 塩化カリ 

NAP ：National Agriculture Plan / 国家農業政策 

NGO ：Non-Governmental Organization / 非政府組織 

PRSP ：Poverty Reduction Strategy Paper / 貧困削減戦略ペーパー 

SDC ：Swiss Agency for Development and Cooperation / スイス開発協力庁 

SOP ：Sulphate of Potash / 硫酸カリ 

VDC ：Village Development Committee / 農村開発委員会 

 

                                                        
1 1964 年以降の関税引下げに関する多国間交渉（ケネディ・ラウンド）の結果、穀物による食糧援助に関する国

際的な枠組みが定められ、我が国では 1968 年度より食糧援助が開始された。上記経緯から我が国の食糧援助は

ケネディ・ラウンドの略称である KR と呼ばれている。その後、開発途上国の食糧問題は基本的には開発途上国

自らの食糧自給のための自助努力により解決されることが重要との観点から、1977 年度に新たな枠組みとして食

糧増産援助を設け農業資機材の供与を開始した。本援助は食糧援助の KRの呼称に準じ 2KRと呼ばれている。2005
年度に食糧増産援助は貧困農民支援となり、従来の食糧増産に加え貧困農民・小規模農民に併せて裨益する農業

資機材の供与をめざすこととなったが、本援助の略称は引き続き 2KR となっている。なお、食糧増産援助/貧困

農民支援の英名は Increase of Food Production / Japanese grant assistance for the food security project for 
underprivileged farmers である。 
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単位換算表 

面積 

名称 記号 換算値 

平方メートル m2 （1）

アール a 100

エーカー ac 4,047

ヘクタール ha 10,000

平方キロメートル km2 1,000,000

 

容積 

名称 記号 換算値 

リットル ℓ (1)

ガロン（英） gal 4.546

立法メートル m3 1,000

 

重量 

名称 記号 換算値 

グラム g (1)

キログラム kg 1,000

トン MT 1,000,000

 

 

円換算レート（2009 年 12 月） 

USD 1 = 約 92.81 円 

1 円 = 約 0.8365 ルピー（Rs.） 
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第 1 章 調査の概要 

1-1 調査の背景と目的 

(1) 背景 

日本国政府は、1967 年のガット・ケネディラウンド（KR）関税一括引き下げ交渉の一環とし

て成立した国際穀物協定の構成文書の一つである食糧援助規約2 に基づき、1968 年度から食糧援

助（以下、｢KR｣という）を開始した。  

一方、1971 年の食糧援助規約改訂の際に、日本国政府は「米又は受益国が要請する場合には農

業物資で援助を供与することにより、義務を履行する権利を有する」旨の留保を付した。これ以

降、日本国政府は KR の枠組みにおいて、米や麦などの食糧に加え、食糧増産に必要となる農業

資機材についても被援助国政府がそれらを調達するための資金供与を開始した。 

1977 年度には、農業資機材の調達資金の供与を行う予算を KR から切り離し、「食糧増産援助

（Grant Aid for the Increase of Food Production）（以下、後述の貧困農民支援とともに「2KR」とい

う）」として新設した。 

以来、日本国政府は、「開発途上国の食糧不足問題の緩和には、食糧増産に向けた自助努力を

支援することが重要である」との観点から、2KR を実施してきた。 

2003 年度から外務省は、2KR の実施に際して、要望調査対象国の中から、予算額、我が国との

二国間関係、過去の実施状況等を総合的に勘案した上で供与対象候補国を選定し、JICA に調査の

実施を指示することとした。 

 

また、以下の三点を 2KR の供与に必要な新たな条件として設定した。 

① 見返り資金の公正な管理・運用のための第三者機関による外部監査の義務付けと見返り資

金の小農支援事業、貧困対策事業への優先的な使用 

② モニタリング及び評価の充実のための被援助国側と日本側関係者の四半期に一度3の意見

交換会の制度化 

③ 現地ステークホルダー（農民、農業関連事業者、NGO 等）の 2KR への参加機会の確保 

 

更に、日本政府は、世界における飢えの解消に積極的な貢献を行う立場から、食糧の自給に向

けた開発途上国の自助努力をこれまで以上に効果的に支援して行くこととし、裨益対象を貧困農

民、小農とすることを一層明確化するために、2005 年度より、食糧増産援助を「貧困農民支援（Grant 

Assistance for Underprivileged Farmers）」に名称変更した。 

 

JICA は上述の背景を踏まえた貧困農民支援に関する総合的な検討を行うため、「貧困農民支援

の制度設計に係る基礎研究（フェーズ 2）」（2006 年 10 月～2007 年 3 月）を行い、より効果的

な事業実施のため、制度及び運用での改善案を取りまとめた。同基礎研究では、貧困農民支援の

理念は、「人間の安全保障の視点を重視して、持続的な食糧生産を行う食糧増産とともに貧困農

民の自立を目指すことで、食料安全保障並びに貧困削減を図る」と定義し、農業資機材の投入に

                                                        
2 現行の食糧援助規約は 1999 年に改定され、日本、アメリカ、カナダなど 7 カ国、及び EU（欧州連合）とその

加盟国が加盟しており、日本の年間の最小拠出義務量は小麦換算で 30 万 MT となっている。 
3 2008 年度案件から、連絡協議会は半年に一度の開催に緩和された。 
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より効率的な食糧生産を行う「持続的食糧生産アプローチ」及び見返り資金の小規模農民・貧困

農民への使用を主とする「貧困農民自立支援アプローチ」の 2 つのアプローチで構成されるデュ

アル戦略が提言された。 

 

(2) 目的 

本調査は、ネパール連邦民主共和国（以下、「ネ」国という）について、2009 年度の貧困農民

支援（2KR）供与の可否の検討に必要な情報・資料を収集、分析し、要請内容の妥当性を検討す

ることを目的として実施した。 

 

 

1-2 体制と手法  

(1) 調査実施手法 

本調査は、国内における事前準備、現地調査、国内解析から構成される。 

現地調査においては、「ネ」国政府関係者、農家、国際機関、NGO、資機材配布機関／業者等

との協議、サイト調査、資料収集を行い、「ネ」国における 2KR のニーズ及び実施体制を確認す

るとともに、2KR に対する関係者の評価を聴取した。帰国後の国内解析においては、現地調査の

結果を分析し、要請資機材計画の妥当性の検討を行った。 

 

(2) 調査団構成 

 

総括 福田 義夫 JICA ネパール事務所 

次長 

実施計画/資機材計画 二階 朋子 （財）日本国際協力システム  

業務第二部機材第一課 

貧困農民支援計画 設楽 千幸 （財）日本国際協力システム  

業務第二部機材第一課 

調査補助 森山 泰裕 （財）日本国際協力システム  

業務第二部機材第一課 
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(3) 調査日程 

No. 宿泊地

総括 実施計画/資機材計画 貧困農民支援計画 調査補助

1 10月6日 火 バンコク

2 10月7日 水 カトマンズ

3 10月8日 木 カトマンズ

4 10月9日 金 カトマンズ

5 10月10日 土 ネパールガンジ

6 10月11日 日 カトマンズ

7 10月12日 月 カトマンズ

8 10月13日 火 カトマンズ

9 10月14日 水 カトマンズ

10 10月15日 木 カトマンズ

11 10月16日 金 カトマンズ

12 10月17日 土

市場調査、資料整理

18:00 カトマンズ

（TG336）
22:35 →バンコク

23:50 バンコク

（TG642）→

機内泊

13 10月18日 日 08:10 → 成田

10:30 農業協同組合省協議

10:30 農業協同組合省協議

11:00 カトマンズ（BHA403）
12:00 →ネパールガンジ

12:45 コハルプル地区農業協同組合訪問

15:30 クサジュラ地区農業協同組合訪問

09:15 プライナ村農民訪問

11:00 プライニ村農民訪問

13:40 民間肥料販売業者訪問
15:15 ネパールガンジ（BHA406）
16:15 →カトマンズ

18:00 カトマンズ（TG336）
22:35 →バンコク

23:50 バンコク（TG642）→

08:10 → 成田

11:00 成田（TG641）
15:30 →バンコク

行程日付

10:35 バンコク（TG319）
12:45 →カトマンズ

15:00 JICA事務所表敬訪問、打ち合わせ

16:00 日本大使館表敬訪問

11:00 農業協同組合省表敬訪問、協議

11:45 財務省表敬訪問、協議

15:00 農業資材投入公社（AICL）表敬訪問、協議

10:00 中央統計局

11:00 アジア開発銀行協議

14:00 スイス開発協力庁協議
15:00 農業協同組合省協議

10:30 AICL協議

11:30 農業協同組合省ミニッツ協議

10:30 農業協同組合省ミニッツ協議
14:00 財務省ミニッツ協議

15:00 AICLミニッツ協議

16:30 JICA事務所協議

09:00 JICA事務所協議
14:30 日本大使館報告

16:00 ミニッツ署名
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(4) 面談者リスト 

1) 在ネパール日本国大使館 

谷本 憲一    二等書記官 

 

2) JICA ネパール事務所 

丹羽 憲昭    所長 

福田 義夫    次長 

樅田 泰明    所員 

 

3) 農業協同組合省（MOAC） 

Braja Kishor P. Shaha  次官 

Uttam Kumar Bhattarai  モニタリング・評価局長 

Purushottam P. Mainali  計画局長 

Sabnam Shivakoti   計画局 2KR 担当 

Ram Krishna Shrestha  農業資材供給モニタリングユニット長 

 

4) 財務省（MOF） 

Abi Nath Rai   課長 

Ishwori Prasad Aryal   海外援助調整課セクション・オフィサー 

Yug Raj Pandey   セクション・オフィサー 

 

5) 農業資材投入公社（AICL） 

Pashupati Gautam   総裁 

N. Marasini    課長 

A. K. Khain   課長代理 

G. Bhandari    係長 

K. R. Anya    シニア・オフィサー 

Yogya B. Khadka   管理課主任 

 

6) コハルプル地区農業協同組合（バンケ郡） 

Mohan Tharu   組合長 

Shiva Bahadur Pamdit Chnetri  マネージャー 

A. R. Khair    副マネージャー 

Parash Nath Tharu   役員 

Purna Prasad Ad hikahi  役員 

 

7) クサジュル地区農業協同組合（バンケ郡） 

Nirmal Khanal   組合長 

Ram Prasad Sharma   マネージャー 

Yeke Bahadur K.C.   組合員 
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Kirsna K.C.    組合員 

Kham Bahadur B   組合員 

Jeet Bahadur K.C.   会計 

Sadam Bdrthapa   会計 

Kedar Gere    組合員 

 

8) 訪問農家 

Ram Kumar Barma   農民 

Omo Jumg Rana   農民 

 

9) AICL バンケ地域事務所 

Shyam Bdr K. C   地域事務所長 

Ramesh Kumar Paydel  主任アシスタント 

Mohan Shingh K.C.   主任アシスタント 

Doj Prasad Bagale   主任アシスタント 

Pushpa Raj Shreths   アシスタント 

Bal Kumari Rana   アシスタント 

 

10) 肥料販売業者（Lamsal Agro Traders） 

Somkant Lamsal   社長 

 

11) アジア開発銀行（ADB） 

城石 幸博    ポートフォリオ・マネージング・ユニット長 

Govinda P. Gewali   シニア・プロジェクト・オフィサー 

 

12) スイス開発協力庁（SDC） 

Yamuna Ghale   シニア・プログラム・オフィサー 
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第 2 章 当該国における農業セクターの概況 

2-1 農業セクターの現状と課題 

(1) ｢ネ｣国経済における農業セクターの位置づけ 

世界銀行の『世界開発報告』（2008 年）によれば、「ネ」国は一人当たり国民総所得（GNI）が

340US ドルであり、低所得国（LIC）に分類されている。このような経済状況の中、農業セクター

は国内総生産（GDP）に占める比率は低下傾向にあるものの、2007 年は 32.61％であり（表 2-1 を

参照）依然として高い。 

また、FAO 統計データベース（FAOSTAT：FAO Statistical Databases、以下「FAOSTAT」とする）

によれば、「ネ」国の全人口 2764.1 万人のうち農村居住者の割合は 80.88％であり、農業就業人口

の割合は約 44.67%である。全労働人口に占める農業就業人口の割合の推移（表 2-2 を参照）を見る

と、2006 年時点でも 9 割以上の数字を示している。 

このように、農業セクターは「ネ」国の基幹産業であり、「ネ」国経済が農業に大きく依存して

いることから、農業分野の開発なくして持続的経済発展を望むことはできない。 

 

表 2-1 農業セクターGDP（名目）の推移 

農業セクター
GDP

農業セクター
以外のGDP

GDP
合計

2003 186,125 331,868 517,993 35.94

2004 199,368 367,211 566,579 35.19

2005 211,010 412,075 623,085 33.87

2006 228,677 462,883 691,560 33.07

2007 258,282 533,848 792,130 32.61

金額（100万ルピー）

年
農業セクターがGDP
全体に占める割合

（％）

 

（出所：FAOSTAT） 

 

表 2-2 農業就業人口率の推移 

2002 2003 2004 2005 2006

農業就業人口（1,000人） 11,220 11,496 11,775 12,059 12,348

全労働人口（1,000人） 12,054 12,357 12,664 12,977 13,297

比率（％） 93.08 93.03 92.98 92.93 92.86  

（出所：FAOSTAT） 

 

(2) 自然環境条件 

「ネ」国は、北部は中華人民共和国チベット自治区と国境を接し、南東部と西部はインド国と国

境を接している。14.70 万 km2 の国土は、自然環境条件によって山岳地域（Mountain Area）、丘陵

地域（Hill Area）及びテライ地域（Terai Area）の 3 つに大きく分類される。それぞれの地域の特徴

は、次のとおりである。 
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①山岳地域 

・ 北部チベット国境までのヒマラヤの山地（標高 4,877m～8,848m）で､面積は 5.18 万

km2。国土の約 35%を占める。 

・ 亜寒帯気候から極寒帯気候に位置し、氷成土壌で低地では土層が浅く、礫が多い。高

地では表層の多くが裸岩で土壌は薄く、主として砂岩、粘土、石灰岩からなる痩せた

土壌である。 

・ 農耕適地は約 2%のみであり、羊、ヤク等の家畜の放牧が主な産業である。 

②丘陵地域 

・ 「ネ」国の中央を東西にまたぐ標高 610m～4,877m の地帯で、マハバーラタ山脈がこ

の地形を形成している。面積は 6.13 万 km2 で、国土の約 42%を占める。 

・ 亜熱帯気候から暖温帯気候、冷温帯気候に位置し、第四紀に形成された洪積土壌が中

心で、酸性が強く一般に肥沃度が低い。ただし、カトマンズ、ポカラ等の盆地は湖成

沖積土で、上層は粘土質である。 

・ カトマンズ、ポカラ等の盆地に都市が形成されている。 

・ 農耕適地は約 10%であり、農民は主に穀物、換金作物を栽培している。また、家畜

の放牧や、都市部近郊では家内工業も盛んである。 

③テライ地域 

・ 全国土面積の約 23%（3.40 万 km2）がこのテライ平原で、最も農業生産性が高い。 

・ 南部はインドのガンジス平野に連なる平地（標高 610m 以下）で、亜熱帯気候に属し

ている。 

・ インド国境に沿って都市が形成され、河川によって運搬された比較的新しい沖積土で

あり、かつ一般的に肥沃である。 

・ 農耕適地は 40%と多く、自然環境条件に恵まれ、同国の穀倉地帯を形成している。 

 

(3) 土地利用状況 

「ネ」国の 2007/08 年の土地利用状況を見ると（表 2-3 を参照）、国土面積のうち 28％にあたる

412.1 万 ha が耕作可能地である。耕作可能地のうち、75％は実際に耕作されており（国土面積に占

める割合は 21%）、25％は耕作可能であるものの耕作が行なわれていない（国土面積に占める割合

は 7%）。 
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表 2-3 土地利用状況 

（1,000ha） ％

耕作可能地 4,121 28.00

　耕作地 3,091 21.00

　非耕作地 1,030 7.00

森林 4,268 29.00

潅木地 1,560 10.60

草地・牧草地 1,766 12.00

湖、池、河川 383 2.60

その他 2,620 17.80

合計 14,718 100.00

面積

 

（出所：Statistical Information on Nepalese Agriculture 2007/2008） 

 

(4) 食糧事情 

① 食糧生産 

＜食糧自給＞ 

 1999 年以来、「ネ」国の食糧自給率はおおむね 100％を達成しているものの、2004 年以降再び

低下し始め、2005～2006 年はマイナスに転じた。2007 年にかろうじて 100％を達成したものの、

年々高まる需要に対し食糧生産量は伸び悩んでおり、食糧自給率 100％を達成するのは難しい状態

にある。さらに食糧生産量の地域的偏在が大きく、山岳・丘陵地域では、慢性的な食糧不足に陥っ

ている。食糧生産の概況を地域別に見ると（表 2-4 を参照）、テライ地域の農業生産が圧倒的に多

く、テライ地域内では食糧の余剰が生じている。しかし、こうした余剰食糧は、食糧が不足してい

る山岳地域と丘陵地域には供給されず、輸送が容易な隣接するインドへ流出してしまっている。そ

のため、山岳地域と丘陵地域では食糧生産量が少ない上に、脆弱な国内流通により十分な食糧が供

給されず、食糧需要が満たされていない。 

 

表 2-4 食糧自給バランス 

（単位：MT） 

食糧生産量 食糧需要 食糧バランス

山岳 318,006 359,955 -41,949

丘陵 2,107,563 2,376,310 -268,747

テライ 2,769,642 2,436,579 333,063

5,195,211 5,172,844 22,367

地
域
名

ネパール全土  

（出所：2009 年度 2KR 要請書） 

 

＜食糧・農作物生産＞ 

 「ネ」国における 1 日の 1 人当たりカロリー摂取量を表 2-5 に示す。1 日の平均的な摂取カロリ
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ーである 2,482 キロカロリーの 37.11％をコメから摂取し、コメ、メイズ並びにコムギからの摂取

量は、総摂取量の 68.45％を占めている。「ネ」国の食生活におけるこれら 3 穀物の重要性が窺え

る。 

 

表 2-5 1 日の 1 人当たりカロリー摂取量及びその作物別割合（2003 年） 

作物
カロリー
（kcal）

全体に占める
割合
（％）

コメ 921 37.11

メイズ 427 17.20

コムギ 351 14.14

ジャガイモ 90 3.63

野菜 47 1.89

その他 646 26.03

（全体） 2,482 100.00
 

（出所：FAOSTAT より作成） 

 

 農作物別の栽培面積を比較すると（表 2-6 を参照）、穀物が圧倒的に広い面積を占めており、と

りわけ穀物の中でも、上述のように「ネ」国における主食であるコメ、メイズ並びにコムギの生産

が中心であることがわかる。換金作物としては、油糧種子（oilseed）やジャガイモ等が栽培されて

いる。また、近年は野菜・果物の栽培が伸びており、農家の現金収入源としても重要な作物となり

つつある。 

 

表 2-6 農作物別の栽培面積の比較 

農作物
栽培面積

（1,000ha）

穀物 3,418

　コメ 1,549

　メイズ 870

　コムギ 706

　その他穀物 292

換金作物 414

豆類 320

野菜 208

果物 63
 

（出所：Statistical Information on Nepalese Agriculture 2007/2008） 

 

今回の案件の対象作物であるコメ、メイズ並びにコムギの地域別栽培面積は、表 2-7 に示すとお
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りである。どの対象作物も全 3 地域で栽培されているが、相対的に見ると、コメとコムギの栽培面

積はテライ地域が多く、メイズの栽培面積は丘陵地域が多い。コメとコムギがテライ地域で相対的

に多く栽培されている理由としては、①道路アクセスが良く、インド国境にも近いため、農業関連

の流通環境が比較的良好な状態にあること、②表流水及び地下水を利用した灌漑施設が整備されて

いること、の 2 点が挙げられる。一方、メイズが山岳地域や丘陵地域で相対的に多く栽培されてい

る理由としては、同 2 地域では灌漑施設の整備が不十分であること、栽培にあたってメイズはコメ

やコムギよりも水を要しないことが挙げられる。以上のような理由により、テライ地域においては、

単に栽培面積が広いということのみならず、コメ・メイズ・コムギの全ての穀物に関して、山岳・

丘陵地域より農業生産性が高い（表 2-8 を参照）。 

 次に、対象作物の 3 穀物について、生産量と単収の推移を示したのが表 2-9 である。生産量につ

いては、メイズとコムギは増産傾向にあり、コメの生産量は減少傾向を示していたが、2007/2008

年に増加に転じた。単収については、コメの単収はメイズとコムギよりも高いが、総じて単収の伸

びは 3 穀物とも小さい。 

 

表 2-7 主要 3 穀物（コメ、メイズ、コムギ）の地域別栽培面積（2007/08 年） 

                 （単位：1,000ha） 

山岳 丘陵 テライ

コメ 1,549 64 386 1,099

メイズ 870 91 613 167

コムギ 706 54 244 408

地域別内訳
総栽培面積穀物

 

注：端数処理のため、数値の合計が合わない箇所がある。 

（出所：Statistical Information on Nepalese Agriculture 2007/2008 より作成） 

 

表 2-8 主要 3 穀物（コメ、メイズ、コムギ）の地域別生産量及び単収（2007/08 年） 

生産量
（MT）

単収
（MT/ha）

生産量
（MT）

単収
（MT/ha）

生産量
（MT）

単収
（MT/ha）

ネパール全土 4,299,246 2.8 1,878,648 2.2 1,572,065 2.2

山岳 125,541 2.0 183,253 2.0 83,739 1.6

丘陵 1,012,910 2.6 1,312,254 2.1 447,792 1.8

テライ 3,160,796 2.9 383,141 2.3 1,040,535 2.6

コメ メイズ コムギ

地
域
名

 

（出所：Statistical Information on Nepalese Agriculture 2007/2008 より作成） 
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表 2-9 主要 3 穀物（コメ、メイズ、コムギ）の生産量及び単収の推移 

生産量
（MT）

単収
（MT/ha）

生産量
（MT）

単収
（MT/ha）

生産量
（MT）

単収
（MT/ha）

2003/2004 4,455,722 2.9 1,590,097 1.9 1,387,191 2.1

2004/2005 4,289,827 2.8 1,716,042 2.0 1,442,442 2.1

2005/2006 4,209,279 2.7 1,734,417 2.0 1,394,126 2.1

2006/2007 3,680,838 2.6 1,819,925 2.1 1,515,139 2.2

2007/2008 4,299,246 2.8 1,878,648 2.2 1,572,065 2.2

コメ メイズ コムギ

 

（出所：Statistical Information on Nepalese Agriculture 2007/2008 より作成） 

 

② 肥料生産・流通状況 

＜肥料使用＞ 

「ネ」国の山岳及び丘陵地域では、その地形的条件から段々畑が多く、１区画当たりの耕地面

積が小さいため農作業の機械化は困難な環境にあり、農作物の増産のためには肥料が農民にとっ

て重要な投入財となっている。 

化学肥料を使用している農家の地域別割合を見ると（表 2-10 を参照）、テライ地域に比べ、

山岳・丘陵地域の使用割合の低さが目立つ結果となっている4。 

 

表 2-10 化学肥料を使用している農家の地域別割合（2001/2002 年） 

                          （単位：％） 

地域 コメ コムギ メイズ ジャガイモ 野菜

山岳 28.6 22.4 28.7 14.7 7.8

丘陵 50.6 20.5 36.4 31.7 28.0

テライ 82.3 40.9 34.2 54.4 35.5

ネパール全体 64.9 57.7 35.0 38.8 29.5  

（出所：Agriculture Monograph） 

 

＜肥料供給＞ 

  上述のように、「ネ」国の農業では肥料が重要な投入財となっているが、「ネ」国には化       

学肥料の生産工場がないため、国内で消費する全ての化学肥料を輸入に依存している。その内訳

は、表 2-11 に示すとおり 2KR、農業資材投入公社（AICL：Agriculture Inputs Company Limited、

以下「AICL」とする）、民間業者を通じて輸入されたものに区分される。 

 

 
                                                        
4 ただし、農業協同組合省が 2003 年に実施した“Nepal Fertilizer Use Study”によれば、「ネ」国の肥料使用は、

家畜糞尿等の有機肥料と化学肥料を併用するケースが大半である。 
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表 2-11 輸入者別肥料供給量及び供給量と需要量との比較 

                                    （単位：MT） 

AICL 民間業者 2KR

2005/2006 DAP - 25,585 - 25,585 113,043 22.6

MOP - - - - 11,333 -

尿素 - 35,385 6,877 42,262 194,896 21.6

2006/2007 DAP 9,362 3,914 - 13,276 136,957 9.6

MOP - - - - 13,333 -

尿素 14,762 8,467 5,412 28,641 218,147 13.1

2007/2008 DAP - - - - 158,885 -

MOP - - - - 15,153 -

尿素 4,891 40,510 - 45,401 239,800 18.9

年度
合計
供給量

需要量に対する
供給量の割合

（％）
需要量

肥料の供給元
肥料名

 

（出所：2009 年度要請書より作成） 

  

肥料の供給に関して、簡潔にその変遷を辿ると、1997 年に肥料取引が自由化される以前は、農

業協同組合省傘下の農業資材公社（AIC：Agriculture Inputs Corporation、以下「AIC」とする）が肥

料取引を独占していた。販売価格は政府によって統制されており、丘陵地域へ配布する肥料に対

しては、補助金も交付されていた。アジア開発銀行（ADB：Asian Development Bank）の融資を受

けるための条件が肥料取引の自由化であったこともあり、1997 年に自由化が実現されると、民間

業者も肥料取引が可能となった5。当初、自由化は肥料供給量の増加をもたらしたが、肥料の国際

市場価格の変動や非正規ルートによる安価なインド製肥料などの流入によって、AICL や民間業者

は肥料の輸入に関心を示さなくなり、供給量は減少の一途をたどった。このため、農民からは質の

高い肥料の十分な供給を求める声が大きくなり、政府は状況を改善するべく、2009 年 3 月 25 日に

肥料への補助金に係る政策を改定した。改定後の同政策の要点は以下のとおりである。 

 

肥料への補助金に関して、 

・ 年間 100,000MT を対象とする。 

・ 輸入・販売は AICL が行う。 

・ 「ネ」国の輸入ポイントでの基準価格は、インド国境で流通している一般的な価格に 20～25％

上乗せした価格とする。 

・ 3 種類の穀物への必要施肥量を上限とし、テライ地域では 4.00ha 以下、丘陵地域では 0.75ha

以下の土地所有農家に配布する。 

 

この政策では、小規模農民が質の高い肥料を比較的安価に購入し、農業生産性の向上を達成す

                                                        
5 なお、自由化と併せて、AIC は、肥料を取り扱う AICL と種子を取り扱う国家種子公社（NSCL：National Seed 
Company Limited）に分割された。 
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ることを目的としている。 

先述した非正規な輸入ルートによる肥料とは、インド政府が同国製肥料に適用する補助金によっ

て安価になった肥料であり、「ネ」国で流通する全肥料の大部分を占めている。不正な肥料持ち込

みを監視しようとしても、全長 700km 以上にわたるインドとの国境線のいたるところで比較的自

由に人が往来しており、個人ベースでも国内へ肥料が持ち込まれているため、実質的に取締りは困

難であるとの見解を農業協同組合省は示している。 

なお、需要量との比較で正規肥料の供給量を見た場合、DAP、MOP 及び尿素のいずれにおいて

も、大幅に不足している現状が読み取れる6。 

 

＜肥料の公的配布＞ 

上記表 2-11 で示したとおり、「ネ」国では肥料の供給が常に不足している状態にある。農業

協同組合省は国内における肥料の流通量・価格等の情報を毎週確認して、肥料を供給する時期、

地域及び量を決定する。配布ルートに関しては、2009 年 3 月 25 日に肥料への補助金に係る政策

が改定される以前は、①入札を通じた国内肥料販売業者（AICL を含む）への販売、または②

AICL の郡事務所を通じた直接販売、の 2 通りが存在していた7。同改定後は、①は実施してお

らず、②に一本化されている。このように需要に対応した十分な供給措置を可能にするため、「ネ」

国政府は肥料を備蓄・保管しており、この備蓄肥料を「ネ」国はバッファーストックと呼んでい

る。肥料を備蓄し、供給することは、2002 年の「国家肥料政策（National Fertilizer Policy）」に

記されている。同政策では、バッファーストックの肥料はドナーから供与された肥料を用いると

の規定があり、2KR で供与された肥料はバッファーストックのために利用されている8。 

  肥料の供給を決定するための情報収集は、農業協同組合省の地方部局となる郡農業開発事務所

に配属の肥料検査官（Fertilizer Officer）が行なう。肥料検査官は、郡毎に肥料の過不足状態を確

認するため、小売店の肥料販売量や農民の肥料需要等に関する情報を収集する。農業協同組合省

は肥料検査官から毎週報告を受け、郡毎の肥料の状況を把握している。 

 

＜肥料価格＞ 

肥料補助金政策改定後の肥料販売価格は、市場の肥料価格等を参考に決定される。以下に一例を

挙げる（図 2-1）。 

まず、農業協同組合省が販売基準価格（通関ポイントである 5 ヵ所9での価格）を定める（2009

年 3 月実績：尿素 1kg あたり 12.5 ルピー）。次に、肥料の販売を行う 38 ヵ所の AICL 販売拠点

（地域事務所（Regional Office）または郡事務所（District Office））までの輸送費が入札により決

定され、基準価格に輸送費を加えた価格が AICL 販売拠点での販売価格（1kg あたり 12.5～15.8

                                                        
6 需要量は農業長期開発計画（APP：Agriculture Perspective Plan、以下「APP」とする。APP 概要については、第 2
章 2-3(3)項を参照。）の計算に基づく推定値である。また、2009 年度要請書によれば、需要量の 6 割がインド製肥料

と同等の価格で供給されれば、肥料の不法な流入を管理でき、かつ肥料の安定的な供給が可能になるとのことであ

る。 
7 ①と比べ、②は緊急性の高いときに採用されるルートである。 
8 ただし、上に述べているように、「ネ」国内では肥料の供給が常に不足している状態にあるので、実際は、2KR
で調達された肥料は備蓄されることなく、即座に肥料の不足している地域に配布される。 
9 ネパールガンジ、ビルガンジ、ビラトナガル、バイラハワ、ダンガディの 5 ヵ所であるが、現在実際に機能し

ているのは、ビルガンジ 1 ヵ所である。 
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ルピー程度）として定められた。ここまでの価格は、農業協同組合省で決定する。 

各郡レベルでは、肥料や他の資材も含めて輸送費を定めており、それに基づき、郡レベルから

先の肥料販売価格が定められる。輸送費補助対象 26 郡については、販売拠点から郡レベルまでの

輸送費が政府により負担される。また、23 郡については世界銀行の支援により郡内の農業サービ

スセンターまで輸送費の補助がある。 

各 AICL 郡事務所では、農民への直接販売のほか、農業協同組合を通じて農民への肥料販売を

行っている。農業協同組合は、販売価格から 1MT あたり 250 ルピーを販売手数料として徴収する

ことが認められている。この手数料は、AICL が負担する。 

 
図 2-1 肥料販売価格10 

 

また、一般取引における AICL の肥料販売価格（卸価格）の推移を表 2-12 に示す。 

 

表 2-12 AICL による肥料販売価格（卸価格）の推移 

                           （単位：ルピー） 

MTあたり 50kg換算 MTあたり 50kg換算 MTあたり 50kg換算

2003/2004 19,500 975 13,600 680 14,200 710

2004/2005 20,860 1,043 14,330 717 15,560 778

2005/2006 24,000 1,200 13,600 680 16,000 800

2006/2007 24,000 1,200 13,600 680 14,200 710

2007/2008 25,000 1,250 N.A. - 24,000 1,200

年度
DAP MOP 尿素

 

（出所：Statistical Information on Nepalese Agriculture 2007/2008 より作成） 

  

2009 年 3 月 25 日に肥料への補助金に係る政策が改定される以前は、AICL の肥料の卸先は、民

                                                        
10 図中の販売価格は、概念を示すために一例として記載したものであり、実際の販売価格を示すものではない。 

販売拠点

郡事務所 農業協同組合 農民 

農業協同組合 農民

農民 

通関ポイント 

農民 農業協同組合

農民 

輸送費 
Rs. 1.5/kg 

輸送費
  1.5./kg 

通関ポイント（5 ヵ所） 

AICL 販売拠点（38 ヵ所）

尿素
Rs. 12.5/kg 

Rs. 14.0/kg Rs. 14.0/kg

輸送費 
  Rs. 0.5/kg 

Rs. 14.5/kg 

輸送費補助制度対象 26 郡 

Rs.14.2/kg Rs. 14.0/kg

郡事務所 
輸送費 

Rs. 0.3/kg 

Rs. 14.0/kg

Rs. 14.3/kg

Rs. 14.7/kg 

Rs. 14.2/kgRs. 14.7/kg Rs. 14.5/kg 

輸送費 

Rs. 0.2/kg 

輸送費 
Rs. 0.2/kg 

販売拠点

農業協同組合 

農民 

郡事務所 
Rs. 14.0/kg

Rs. 14.0/kg 

農業協同組合 農民 

農民 

Rs. 14.3/kg Rs. 14.0/kg Rs. 14.0/kg 

Rs. 14.0/kg Rs. 14.0/kg

世銀による輸送

費補助 

輸送費補助
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間の肥料小売業者や中間業者、または農業協同組合であった。改定後は上記に加え、補助金の対象

となる肥料に関しては、AICL の郡事務所を通じて農民へ直接販売される。 

肥料への補助金に係る政策の改定及び内陸輸送費補助金交付により、小規模農民は肥料を購入

しやすくなっている。今回 2KR が「ネ」国で実施された場合、調達される肥料には補助金が交付

され、販売されるとのことである。 

 

(5) 農業セクターの課題 

 農業セクターの課題としては、以下の 2 点が挙げられる。 

 

① インフラの不備 

テライ地域に比して、山岳・丘陵地域ではインフラが脆弱なため、食糧の流通が遮断されて

しまい、「ネ」国全体では、食糧自給率が 100％を超えているにも関わらず、同 2 地域、特に

丘陵地域では食糧不足が深刻である。また、今後肥料を用いて生産量が増加し、山岳・丘陵地

域で余剰生産が生まれた際に、インフラの整備が不十分であれば、市場へのアクセスは制限さ

れてしまう。この現状を改善する１つの方法としては、道路などのインフラを整備し、テライ

地域での余剰生産を山岳・丘陵地域に供給できるようにすることが挙げられる。 

灌漑施設も重要なインフラの１つである。(4)食糧事情＜食糧・農作物生産＞（p.8）に述べた

ように、灌漑施設が未整備であるがゆえに、山岳・丘陵地域では主食であるコメ・コムギの栽

培面積が限られている。多様な農作物栽培を可能にするためにも、上記 2 地域での灌漑施設の

整備が求められる。 

 

② 肥料投入量の少なさ 

先述のとおり、山岳及び丘陵地域では、農作業の機械化は困難な環境にあり、農作物の増産の

ためには肥料が農民にとって重要な投入財となっている。しかしながら、同地域において化学肥

料を使用している農家の割合は、テライ地域と比べると、非常に低いものとなっている。「ネ」

国では、家畜糞尿等の有機肥料と化学肥料を併用している農家が多いとはいえ、有機物の資源的

限界及び製造にかかる労力を考慮すると、化学肥料の適切な利用は不可欠である。 

表 2-11 のとおり、「ネ」国では肥料の需要に対して供給が追いついていない。この需給ギャ

ップを解消する措置として、肥料投入量の増加が必要である。 

 

 

2-2 貧困農民、小規模農民の現状と課題 

(1) 貧困の状況 

ネパール政府は、貧困を図る指標の一つとして貧困ラインを設定し、貧困ライン以下にある世

帯を貧困状態にあるとしている。この貧困ラインは、ベーシック・ニーズ費用法11（Cost of Basic 

                                                        
11 ベーシック・ニーズを満たすためのコストを積算して貧困ラインを算出する方法。まず、1 人当たり 1 日に最

低限必要な摂取カロリーが得られる品目とその消費量を決める。その食品群を消費するために必要な支出額を適

切な価格データから計算し、食料支出額を算出する。次に、住居や衣類などの食料以外の消費財・サービスの支

出額を計算し、非食料支出額として算出する。この 2 つの支出額を合計して貧困ラインとする。 
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Needs method）を用いて食料支出額と非食料支出額の合計によって定義されており、生活水準調

査（NLSS: Nepal Living Standard Survey）の調査結果に基づいて算出されている。 

この調査は貧困の実態調査を目的としており、1995/96 年（以下、「NLSS-I」という）と 2003/04

年（以下、「NLSS-II」という）に実施された。NLSS-I では、まず 1 人当たり 1 日に最低限必要な

摂取カロリーを 2,124kcal として、東部テライ地域の農村部における価格を基準として食料支出額

を算出した。そして非食料支出額を算出し、食料支出額を合計して貧困ラインを設定した12。

NLSS-II の調査後、家族構成や人口分布の変化、地域ごとの物価や生活水準の違いが考慮され、

NLSS-I 時の貧困ラインは見直されている。「ネ」国政府は現在、全国を 6 つの地域13に分けて前

述の支出合計額を算出し、それぞれの生活水準に即した貧困ラインを設定している。貧困ライン

は全国平均で年間 7,695.7 ルピー/人、全国平均を下回っている地域は、東部テライ地域の農村部

（6,078.8 ルピー/人）と西部テライ地域の農村部（7,418.4 ルピー/人）となっている（Poverty Trends 

in Nepal (1995-96 and 2003-04), CBS, 2005）。 

 

1995/96 年及び 2003/04 年における地域別貧困分布14とその推移を、表 2-13 に示す。図 2-2 は「ネ」

国全土の地域区分を示したものである。｢ネ｣国全体では貧困率は減少しているものの、表 2-13 か

ら貧困分布に偏りがあることがわかる。2003/04 年の調査結果をみると、都市部の 4.7%に対して

農村部では 95.3%と、農村部に貧困人口が集中している。開発地域別15では、中西部（44.8%）と

極西部（41.0%）は全国平均の 30.8%を大きく上回っている。 

全体では貧困状況は改善されているものの、農村部あるいは遠隔地では依然深刻な貧困状態に

あることが窺える。 

 

表 2-13 地域別貧困分布 

(単位：%) 

貧困人口比率 貧困分布

1995/96 2003/04 1995/96 2003/04

都市・農村部別

都市部 21.6 9.6 3.6 4.7

農村部 43.3 34.6 96.4 95.3

合計 100.0 100.0

開発地域別

東部 38.9 29.3 21.0 23.4

中央部 32.5 27.1 26.9 32.2

西部 38.6 27.1 18.7 16.7

中西部 59.9 44.8 18.5 17.7

極西部 63.9 41.0 14.8 9.9

合計 100.0 100.0

全国 41.8 30.8 100.0 100.0

区分

 
（出所：Poverty Trends in Nepal (1995/96 and 2003/04), CBS, 2005) 

                                                        
12 4,654.6 ルピー（貧困ライン）＝3,114.1 ルピー（食料支出額）＋1,540.5 ルピー（非食料支出額） 
13 カトマンズ、その他の都市（以上、都市部）、西部丘陵地域、東部丘陵地域、西部テライ地域、東部テライ地

域（以上、農村部）。 
14 貧困状態にあるものを分母とし、貧困者層における分布を示す。以下、本報告書で示される貧困分布も同様。 
15 行政区画に基づく最も上位の行政区単位。東から東部、中央部、中西部、西部、極西部の 5 区分。 
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図 2-2 地域区分 

 

(2) 農民分類 

① 貧困農民の定義 

「ネ」国の農業従事者は、大きく自営業者と農業労働者に分けられる。NLSS-II によると、

自営業者は全人口の 62.8%を占めており、32.9％が貧困状態にある。そのため、その貧困分布

は 66.9%と最も高い。NLSS-I/II に基づく就業別セクター別貧困分析（Poverty Trends in Nepal 

(1995-96 and 2003-04), CBS, 2005）でも、自営農業に従事する世帯を貧困層に属するとしてい

る。一方、農業労働者は全人口の 6.2%（NLSS-II 時点）を占め 53.8％が貧困状態にあり、貧

困分布は 10.9%となっている。以下に就業別セクター別人口分布（図 2-3）と就業別セクター

別貧困分布（図 2-4）を示す。 
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（出所：Poverty Trends in Nepal (1995/96 and 2003/04), CBS, 2005） 

図 2-3 就業別セクター別人口分布 
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（出所：Poverty Trends in Nepal (1995/96 and 2003/04), CBS, 2005） 

図 2-4 就業別セクター別貧困分布 

 

こうした貧困層に属する農家は、所有する農地が小さく、農業投入財や金融機関、経済的・

社会的公共サービスへのアクセスも脆弱な環境にある。 

農家の農地所有規模16をみると、1ha に満たない農家世帯数が 72.9%と最も多く、1～2ha 未

満が 19.1%、2～4ha 未満が 6.8%と続く。4ha 未満の農地所有者は全体の 98.8%を占めている（表

2-14）。地域別では、1ha 未満の農地所有者が山岳地域と丘陵地域では 7～8 割以上を占め、テ

ライ地域でも 6 割以上となっている（図 2-5）。 

 

 

表 2-14 農地所有規模 

（単位：%） 

世帯数

1 ha未満 72.9

1-2 ha 19.1

2-4 ha 6.8

4-5 ha 0.4

5-10 ha 0.7

10 ha以上 0.1

合計 100.0

農地規模

 
（出所：Nepal Living Standards Survey 2003/04, CBS, 2004） 

                                                        
16 ここで対象とする農家は、0.013ha 以上の農地を耕作している世帯とする。 



 19

6.1

6.8

8.1

64.6

73.6

57.5

21.0

15.6

22.4

8.3

4.0

12.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1

2

3

0.1 ha未満

0.1-1 ha

1-2 ha

2 ha以上

 

（出所：Nepal Living Standards Survey 2003/04, CBS, 2004） 

図 2-5 地域別農地所有規模 

 

NLSS-I/II による農村部における農地所有規模別貧困分布でも、農地所有規模が小さいほど

貧困率が高くなっている（表 2-15）。 

農業協同組合省は、農地所有規模が農家の貧困に深く関わっているとして、国家農業政策（次

項 2-3 で詳述する）では、農地所有規模が 4ha 以下の農民を貧困農民と位置づけ、様々なプロ

グラムを通じて支援している。 

 

表 2-15 農村部における農地規模別貧困分布 

（単位：％） 

貧困人口比率 貧困分布

0.2 ha未満 39.3 25.2

0.2-1 ha 38.1 51.2

1-2 ha 27.3 16.0

2 ha超 23.8 7.6

合計 30.8 100.0

農地規模

 

（出所：Poverty Trends in Nepal (1995/96 and 2003/04), CBS, 2005) 

 

② 貧困農民の営農活動 

貧困農民の営農における現状を以下に記す。 

 

(a) 農業投入財 

主な農業投入財は、農機具、肥料、農薬などである。その中で「ネ」国で広く使用されて

いる投入財は、農機具と肥料である。農機具は、その多くが鋤・鍬などの伝統的な農具であ

る。「ネ」国では機械化が進まず、トラクターや耕耘機などの農機の所有率は 1%に満たな

い。そのため、農機を持たない農民は、組合や近隣の農民から借りている。肥料は、前述の

通り化学肥料と有機肥料が併用されている。化学肥料だけでも 7 割近くの農民が使用してお

り、最も普及している投入財の一つである（表 2-16）。農業協同組合省でも、農業長期開発

計画（APP：Agriculture Perspective Plan）で化学肥料の投入量を増やすことを戦略に掲げて

テライ地域 

丘陵地域 

山岳地域 
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いる。 

 

表 2-16 農業世帯における農機具・肥料の利用状況 

（単位：%） 

鍬 トラクタ/ 脱穀機

耕耘機 （コメ） （コムギ） （メイズ）

地形区分別

山岳地域 64.7 0.0 0.0 40.2 21.7 45.6

丘陵地域 54.3 0.2 0.2 58.3 41.7 37.0

テライ地域 57.8 1.0 1.9 77.1 77.5 17.5

全国 56.8 0.6 0.9 66.4 56.0 34.0

化学肥料

 
（出所：Nepal Living Standards Survey 2003/04, CBS, 2004） 

 

(b) 栽培作物 

「ネ」国全体では、主要穀物の中ではコメが最も栽培されているが、貧困農民がおよそ 7

割を占める山岳・丘陵地域ではメイズが主要栽培穀物となっている。山岳地域ではコメ

73.6%に対しメイズ 88.3%、丘陵地域ではコメ 64.1%に対しメイズ 89.5%である（表 2-17 参

照）。これは、地勢・自然条件が稲作に適していないことに加え、灌漑設備があまり整備さ

れていないことが要因と考えられる。 

なお、サイト調査で訪れた農家でも主にコメ・コムギ・メイズを栽培しており、これら

栽培作物は自家消費用とのことである。 

 

表 2-17 農業世帯における主要穀物の栽培状況 

（単位：%） 

コメ コムギ メイズ

地形区分別

山岳地域 73.6 75.5 88.3

丘陵地域 64.1 57.1 89.5

テライ地域 89.3 65.7 30.8

全国 76.1 62.6 63.4  

（出所：Nepal Living Standards Survey 2003/04, CBS, 2004） 

 

(c) 農民組織 

「ネ」国の農民組織には大きく分けて、農民グループ、農業協同組合、連合（ユニオン）

がある。農業協同組合及び連合は認可団体で、農業協同組合省協同組合部の郡事務所に登録

し、認可を受けて活動している。一方、農民グループは最小単位の農民組織で、公的認可は

受けていない。主にメンバーが生産する農産物の販売促進を行っている。政府の農業普及活

動は、この農民グループを通じて実施されている。農業協同組合は、農産物、化学肥料など

の農業資機材の販売をはじめ、メンバーへの農機の貸出し、金融サービス、技術指導などの

サービスを提供している。連合は、メンバーを中心とした社会福祉プログラムに取り組んで

いる。ロビー活動を行い、特にメンバーに向けた政策やプログラム、法的枠組みを提言して

いる。 
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農民は、こうした組織を通じて、農産物の市場への出荷や農業資機材の調達、資金の借入

れ、農業技術の習得など、農業活動に必要なサービスを受けることができる。しかし、組織

別構成員に関する情報データがないため、貧困農民がこうしたサービスをどれくらい受けて

いるか不明である。 

 

(3) 貧困農民、小規模農民の課題 

＜肥料へのアクセス＞ 

貧困農民にとって、化学肥料は最もアクセスしやすい投入財である。しかし、国内需要の高ま

りとともに供給量が絶対的に不足するようになり、必要な時期に十分な量の肥料を購入できない

事態となっている。さらに国際市場価格に連動して国内販売価格も上昇し、貧困農民が正規の肥

料を調達することはますます困難になっている。正規の肥料は供給量が少なく、非正規の肥料よ

り高価であることから、貧困農民は非正規の肥料を購入せざるを得ない状況にある17。しかし、

非正規に輸入された肥料の中には、品質を確認できない肥料もあり、その施肥効果が問題視され

ている。農民への聞き取り調査でも、表示と異なる成分や配合の品質の悪い肥料もあるとの声が

聞かれた。こうした肥料の使用が蔓延することは、農作物の増産に影響を及ぼすだけでなく、「ネ」

国の正規の肥料市場における需給バランスをさらに悪化させかねない。食料安全保障の観点から

も、貧困農民・小規模農民が、適時に、品質の確かな肥料を安価に購入できる環境を整備するこ

とが重要な課題となっている。 

 

 

2-3 上位計画（農業開発計画/PRSP） 

(1) 国家開発計画 

「ネ」国では政権交代の影響で、第 10 次国家開発計画（2002/03 年～2006/07 年）に次ぐ第 11

次国家開発計画は策定されておらず、現在は 3 年間の暫定計画（Three Year Interim Plan, 2007/08

年～2010/11 年）に基づいて農業開発に取り組んでいる。同暫定計画は、以下の 6 つの柱から構

成されている。 

① 救済、復興及び再統合への重点的取り組み 

② 雇用確保を重視した、広範な経済成長の達成 

③ 良い統治（グッド・ガバナンス）の促進 

④ インフラへの投資の増加 

⑤ 社会開発への重点的取り組み 

⑥ 包括的な開発プロセスの採用とターゲット・プログラムの実施 

 

2 つ目の柱である「広範な経済成長」において、農業分野に関わる事項が含まれていると同時に、

第 2-1 項で示したように「ネ」国の農業人口割合が高いことから、農業分野は「広範な経済成長」

の大きなコンポーネントの一つとなっている。農業分野の経済成長を促進するため、以下のような

戦略が挙げられている。 

                                                        
17 Ram Krishna Shrestha, “Fertilizer Policy Change and Its Impact on Agriculture Intensification”より。 
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① 農業や家畜の調査の実施及び農業活性化に向けたサービス（エクステンションサービ

ス）18の提供 

② 競争力を高めるための、農民への技術の提供 

③ ローンを受けるための費用と時間の軽減による、農業への投資の増加 

④ 競争力のある農業バリューチェーンの設立・強化 

⑤ 高品質な農産物の輸出促進 

⑥ 農業の市場化及び多様化を通じた雇用機会の増加、更にはターゲット・エリア及びグ

ループの経済発展を可能にするための、官民における有能な人材育成。 

⑦ 土地、水、労働力などの重要な生産的資源の持続可能な利用 

 

上記の戦略に基づいて各事業を実施することで、3 年間の暫定計画の対象期間である 2007/08 年

～2010/11 年に、農業分野の GDP を年平均 3.6%増加させることを目標としている。 

 

(2) 貧困削減戦略ペーパー（PRSP） 

 第 6 次国家開発計画（1980 年～1985 年）以降、「ネ」国政府は開発計画において貧困削減の必

要性について言及してきたが、第 10 次国家開発計画では、その姿勢を更に明確にするために開発

計画に PRSP を取り込むこととした。すなわち、第 10 次国家開発計画が同時に PRSP でもある、開

発計画の策定を行なった。第 10 次国家開発計画が終了し、3 年間の暫定計画が施行されている現

在においても、農業分野において上記 2 計画の間に大きな変更点はないことから、PRSP は依然と

して効力を有するものとなっている。 

 当該 PRSP では、先述したように 2 つ目の政策の柱における大きなコンポーネントの一つとして

農業開発へ注力することを明らかにしている。また、当該 PRSP は、「ネ」国の貧困状況や社会政

治状況を踏まえた上で、目標を達成するにあたっての重要な留意事項を 4 点述べているが、その第

1 点目として、貧困削減においては農村を重視しなければならないと述べている。 

 

(3) 農業開発計画 

 「ネ」国では農業が主要セクターであることから、「ネ」国政府はこれまで国家開発計画におい

て同国の経済発展と貧困削減を果たすには農業・農村開発が重要課題であるとの認識を示してきた。

こうした認識から、ADB の支援を受け、「ネ」国政府は 20 年間（1994/95 年～2014/15 年）にわた

る農業長期開発計画（APP：Agriculture Perspective Plan、以下「APP」とする）を策定した19。 

APP では、農業生産性を向上させ、農業成長率を加速させることを重要な政策目標として掲げて

おり、4 つの農業投入財の供給量の増加を果たすとしている。その 4 つとは、灌漑施設、肥料、農

業技術、インフラ（道路・電気）である。APP では各農業投入財の供給量の目標値を明示しており、

そのうち肥料の投入目標値は表 2-18 のとおりである。 

 

                                                        
18 生産量の増加及び農作物の販売促進のために農民に提供されるサービス全般を指す。具体的には、技術移転や

補助金が交付されている価格での農業投入財の販売などが挙げられる。 
19 Three Year Interim Plan においても、農業開発のための最重要政策として APP を採用する旨が記されている。 
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表 2-18 「ネ」国の肥料投入目標値 

                        （単位：MT） 

年度 山岳・丘陵 テライ ネパール全土

1994/1995 31,000 70,000 101,000

1999/2000 51,000 127,000 178,000

2004/2005 84,000 203,000 287,000

2009/2010 110,000 306,000 416,000

2014/2015 192,000 436,000 628,000
 

（出所：APP Summary Document） 

  

また、経済の自由化やミレニアム開発目標などを考慮すると、APP の基本的側面に沿う形で、

新たな農業政策を策定する必要が生まれ、2004 年に国家農業政策（NAP：National Agriculture Policy、

以下「NAP」とする）が策定された。 

NAP では、自給自足農業から商業的農業への移行による農業セクターの生活水準の改善を目標

として掲げており、その目標を①農業生産及び生産性の増加、②商業的農業の基盤の発展による

市場での競争力の向上、③自然資源や生物多様性の活用及び保護、を通して達成するとしている。

①の実現のために、NAP では備蓄状況の定期的なモニタリングを通じた十分な肥料の供給の必要

性とともに、所有する土地が 4ha 以下で、限られた手段しか持たない農民への支援を強調してい

る。 

 

 (4) 本計画と上位計画との整合性 

＜肥料調達に係る政策面との整合性＞ 

今回の 2KR では、第 4 章にて詳述するように肥料を調達する計画である。APP 及び NAP におい

て、肥料の必要性が強調されているものの、前掲の表 2-11 及び表 2-18 で示すとおり、実際の供給

量と目標値には大きな開きがある。こうした現状を踏まえると、2KR により肥料を調達・供給する

ことは、これら上位計画との整合性があると言える。 
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第 3 章 当該国における 2KR の実績、効果及びヒアリング結果 

3-1 実績 

「ネ」国では、1979 年度から 2006 年度（2003 年度、2005 年度を除く）まで 2KR が実施され

ており、2000 年度から 2006 年度までの供与金額累計は 26.51 億円である。かつては、農業機械、

井戸掘削機、農薬や肥料が調達されていたが、近年の調達品目は肥料のみとなっている。種類と

しては、主要穀物であるコメ、コムギ、メイズに投入される尿素を中心に、MOP、DAP が調達さ

れてきた。表 3-1 に直近 5 カ年度の 2KR の実績を、表 3-2 に肥料の調達量を示す。 

 

表 3-1 直近 5 年間の 2KR 調達実績 

年度
E/N額

（億円）
調達品目

1 2000 8.50 尿素（Urea）・塩化カリ（MOP）・DAP（18-46-0）

2 2001 7.00 尿素（Urea）・DAP（18-46-0）

3 2002 5.00 尿素（Urea）・DAP（18-46-0）

2003 --- ---

4 2004 3.01 尿素（Urea）

2005 --- ---

5 2006 3.00 尿素（Urea）

2007 --- ---

2008 --- ---

累計 26.51 ---  
（出所：JICS－2KR 調達実績） 

 

表 3-2 直近 5 年間の肥料調達実績 

（単位：MT) 

年度 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 累計

尿素 16,220 17,830 7,715 - 6,900 - 5,440 54,105

MOP 4,290 - - - - - - 4,290

DAP 13,820 10,255 9,500 - - - - 33,575  

（出所：JICS－2KR 調達実績） 

 

 

3-2 効果 

(1) 食糧増産面 

施肥効果は、直接農作物の収量に現れる。しかし、2KR の肥料のみを取り上げて、その効果を

定量的に量ることは困難である。その主な理由は次のとおりである。 

・農作物の収量は、肥料・農機をはじめとする農業資機材などの投入財のほか、気象条件や灌

漑設備の有無など、様々な要因に左右される。 

・「ネ」国の販売実績20に占める 2KR 肥料の調達量は極めて少量である（図 3-１）。そのため、

                                                        
20 「ネ」国政府発表の肥料に関する統計データは、正規ルートで輸入された肥料のみである。 
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全体の施肥量に占める割合もわずかである。 

・実際には、非正規の肥料がかなりの割合で使用されているものと推察される21。そのため、

収量における非正規の肥料の影響を無視できない。 

 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

00/01 01/02 02/03 03/04 04/05 05/06 06/07

「ネ」国年度

MT

2KR

AICL/
民間業者

 
（出所：農業協同組合省の回答及び Statistical Information on Nepalese Agriculture 2007/2008） 

 

図 3-1 肥料販売実績に占める 2KR 肥料の調達量 

 

定量的な評価は困難であるが、2KR の肥料はその品質と施肥効果において農民から信頼が寄せ

られており、そのニーズは高い。前章に記述の通り、貧困農民は、適正時に肥料が調達できない、

あるいは品質保証のない肥料を購入せざるを得ない、といった状況にある。こうした貧困農民の

間では、2KR の肥料は一定の品質が保証されており施肥効果も高い肥料と認識されており、広く

利用されている。聞き取り調査を行った農民も、2KR の肥料をまず購入するとのことであった。

また、化学肥料を使用しないと、収量がおよそ 4 割減少するとのことであった。 

以上のことから、2KR の肥料は調達量は少ないが、農作物の増産に貢献しているといえる。 

  

(2) 貧困農民、小規模農民支援面 

① 過去に実施された 2KR による効果 

2KR の肥料は、バッファーストックとして肥料が不足している地域へ優先的に供給されてき

た。肥料が不足している地域は遠隔地やインフラ整備の遅れている地域であり、貧困率の高い

地域でもある。こうした地域は肥料市場として魅力がないこと、丘陵・山岳地域で輸送が困難

なことから、民間肥料業者は肥料の販売に消極的である。さらに、輸送コストなどの経費が上

乗せされ、肥料の販売価格は他の地域と比べて高価となる。そのため、流通する肥料は不足状

態となり販売価格も高く、貧困農民は必要十分な肥料を調達できないでいる。 

化学肥料の使用量を増やし農作物の増産を掲げる「ネ」国政府は、こうした地域格差を解消

し、販売価格や供給量の平準化を図る支援策を打ち出している。バッファーストックによる肥

                                                        
21
 非正規の肥料の流通量に関する統計的データはないが、2005/06 年度に使用された肥料のうち、非正規の肥料

は約71.6%を占める、とする報告もある（Constraints and Approach for Improving Fertilizer Supply for Meeting Domestic 
Demand, Y B Thapa (Octber 2006), page 8）。 
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料の安定供給もその一つである。2KR などの援助肥料は、2002 年の国家肥料政策によりバッフ

ァーストックに使用されることになっている。輸入する肥料の絶対量が少ない「ネ」国では、

2KR の肥料は貧困農民への支援策において重要な役割を果たしている。 

 

②見返り資金プロジェクトによる効果 

これまでに実施された見返り資金プロジェクトは、主として農業開発や農村振興に関連する

セクターのプロジェクトが優先的に採用されてきた。その選定過程においては、農業協同組合

省の郡農業開発事務所（DADO：District Agriculture Development Office）が行政担当地域の農業

協同組合や農民グループ等プロジェクトの裨益者から、ニーズの確認や要望・意見等を取り入

れているとのことである。見返り資金プロジェクトについては、第 4 章 4-4（4）項に詳述する。 

その中でも『小規模灌漑事業』（第 4 章 4-4（4）項 表 4-5）は継続的に実施されており、小規

模農民支援を目的としたプロジェクトである。本プロジェクトは、各農村地域において放置さ

れたままの小規模灌漑施設を補修する事業で、農業生産性の向上の一環として策定された。

1999 年に開始し、地域の農業協同組合が主導となり、農民参加による実施を推進している。現

在 75 全郡で実施されている。本事業を通して、農業協同組合の組織強化と農民の組織化推進

も裨益効果として期待されている。 

 

 

3-3 ヒアリング結果  

本調査では、バンケ郡の農業協同組合、農民、肥料販売業者、AICL のバンケ地域事務所を訪

問し、農業活動（または事業活動）と肥料の利用状況、2KR の肥料の利用度・効果、2KR への要

望などを聴取した。また、国際機関など他ドナーを訪問し、双方の支援活動について意見交換を

行った。以下にヒアリング結果の概要を記す。詳細は、添付資料 3 に取りまとめた。 

 

(1) 裨益効果の確認 

「ネ」国政府は、バッファーストックとして肥料を備蓄し、肥料が不足している地域へ優先的

に供給している。前述の通り、2KR の肥料はこのバッファーストックとして使用されている。供

給量が絶対的に不足している「ネ」国にとってバッファーストックは不可欠であり、2KR の肥料

の裨益するところは大きい。 

 

(2) ニーズの確認 

・ 「ネ」国では正規ルートで輸入された肥料のほか、非正規に輸入された肥料が流通している。

後者には安価だが品質が確かでない肥料もあり、その施肥効果が問題となっている。一方、組

合、農民、肥料販売業者など肥料利用者の間では、2KR の肥料は一定の品質が保証されてお

り、その施肥効果も高いと認識されている。そのため、品質面において 2KR の肥料に対する

ニーズは高い。農民は 2KR の肥料を使用することを希望しており、2KR の肥料が市場に出る

とすぐ売切れてしまうとのことであった。 

・ 化学肥料の全量を輸入に依存する「ネ」国では、肥料へのアクセスが困難な貧困農民・小規

模農民の支援策や肥料が不足する地域への緊急支援に援助肥料が活用されてきた。しかし、近

年、援助肥料は日本の 2KR 及びインドから供与されるのみとなっており、2KR 肥料は「ネ」

国のこうした支援策において重要な役割を担っている。 
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(3) 課題 

・ 化学肥料の全量を輸入に依存していること、市場が決して大きくないこと、インフラ整備が

遅れており輸送が困難であることなど、「ネ」国の肥料市場を取り巻く環境は厳しい。一方で、

食料安全保障の観点から農作物の生産量増加は必須であり、「ネ」国政府はその最優先課題と

してバランスの取れた肥料の使用と投入量の増加を掲げている。特に、小規模農民・貧困農民

への支援策を策定し、補助金を拠出するなど価格面における優遇政策を打ち出している。しか

し、絶対的に供給量が不足しており、補助金の増額による供給量の増加が求められている。 

・ 「ネ」国ではインド国境沿いから、正規ルートを経ず安価な肥料が流入している。正規の肥

料の供給量が不足していること、正規の肥料はこうした肥料に比べ価格が高いことから、非正

規の肥料を購入する農民は多く、その品質が問題となっている。「ネ」国政府として、不法に

流入する肥料の監視体制と流通する肥料の品質管理体制を強化することが急務となっている。 
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第 4 章 案件概要 

4-1 目標及び期待される効果 

「ネ」国では、人口の 80％以上が農村部に住み、その 65.6%以上が直接的または間接的に農業

に従事している。GDP に占める農業の割合は、セクター別で 32.61％と最も高い。ネパールの経

済発展及び貧困削減の鍵は農業セクターが握っていることは明らかであり、「ネ」国政府は、農

業セクターに最も高い優先度を置いている。また、現在実施中の 3 ヵ年計画では、農業セクター

を「ネ」国経済を牽引するセクターとして最重視している。 

1995 年に「ネ」国は APP を策定し、この中で農業分野の発展に欠かせないもっとも重要な投

入財の 1 つとして肥料を挙げており、2009～2010 年には化学肥料の使用量を計 628,000MT まで増

やすことが必要であると試算している。 

また、2004 年に策定された「国家農業政策（NAP）」では、農業生産性を高めるためには、定

期的な在庫や配布状況のモニタリングを通じて肥料など重要な農業投入財の供給を確保すること

が必要であると述べられている。 

本 2KR の実施は、食料安全保障の確保と、時宜にかなった化学肥料の供給を通じて食糧の増産

を目指し、その結果貧困農民の収入拡大を目標とするものである。 

 

 

4-2 実施機関 

(1) 組織・人員 

「ネ」国における 2KR 実施機関は農業協同組合省である。同省の組織図を以下に示す（図 4-1）。 

委
員
会

 1. 綿開発委員会

 2. 国家種子委員会

 3. カリマティ果実・野菜市場開発委員会

 4. 牛用飼料生産委員会

 5. チャンドラダンギ酪農開発・種子委員会

1. 国家種子公社

2. AICL
3. 国家畜産開発公社

サービスセンター
/サブセンター

国家農業研究
開発基金管

轄
下
組
織
／
団
体

郡事務所（75ヵ所） 郡事務所（75ヵ所）

サービスセンター

種子品質管理
センター

地方支部（5ヵ所） 地方支部（5ヵ所） 地方試験所

総務局

協同組合部

郡事務所

農業情報コミュニ
ケーション・センター

農業部 家畜サービス部
食品テクノロジー

・品質管理部

農業関連事業
促進・統計局

計画局
モニタリング・

評価局
ジェンダー配慮

・環境局

大臣

評議会 役員会

次官 1. 国家酪農開発役員会

2. 国家協同組合開発役員会

3. 国家茶・コーヒー開発役員会

1. ネパール農業研究評議会

2. ネパール家畜評議会

 
図 4-1 農業協同組合省組織図 
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農業協同組合省内では、計画局とモニタリング・評価局が 2KR 実施の担当部署となっている。 

 

①計画局： 

局長及び秘書を含め、17 人のスタッフが所属しており、農業政策の策定、農業開発プログラ

ムの計画や予算配分、技術・資金支援に関するドナーとの調整、農業分野における人的資源の

開発等を行っている。以下の 4 つの課で構成され、特に 2KR に関しては海外援助調整課が要請

書の作成、モニタリングレポートの提出、定期連絡会の準備等を行っている。スタッフの内訳

は以下のとおりである。 

・局長（1 人） 

・秘書（1 人） 

・予算・計画課（4 人） 

・政策課（4 人） 

・人的資源開発課（3 人） 

・海外援助調整課（4 人） 

 

②モニタリング・評価局： 

14 名のスタッフが所属しており、以下の 4 つの課でモニタリング、農業協同組合省の実施す

る政策・プログラム・プロジェクト等の評価、モニタリング手法の開発や見直し、草の根レベ

ルから中央レベルへの報告の管理等を行っている。 

・優先プログラム・海外援助課（4 人） 

・APP モニタリング・分析課（5 人） 

・役員会・管轄化組織・委員会調整課（4 人） 

・農業資材供給モニタリング課（肥料ユニット）（1 人） 

特に 2KR に関しては、農業資材供給モニタリング課が「ネ」国内における肥料の需要の調査、

在庫状況の確認及び配布状況の確認等を行っている。 

 

(2) 予算 

至近の 5 年間における農業協同組合省の予算は、以下のとおりである。例年、国家予算の 2.5%

程度を占めている（表 4-1）。 

 

表 4-1 農業協同組合省予算 

（単位：100万ルピー）

予算　 　　　　年度 2004/05 2005/06 2006/07 2007/08 2008/09

国家 111,680 126,880 143,910 169,000 236,000

農業協同組合省 2,690 3,360 3,510 4,170 5,750

割合 2.41% 2.65% 2.44% 2.47% 2.44%
 

 （出所：農業協同組合省） 

 

また、2008/09 年における計画局の予算は 17,766,000 ルピー、モニタリング・評価局の予算は

2,303,000 ルピーであり、それぞれ農業協同組合省予算の 0.30％、0.04％であった。 
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4-3 要請内容及びその妥当性 

(1) 対象作物 

「ネ」国の基礎穀物であるコメ、メイズ、コムギを対象とする。第 2 章 2-1（4）で述べたとお

り、この 3 品目で 1 日の総摂取カロリーの 68.45％を占め、同項表 2-6 で示すとおり、全栽培面積

の 70.66％を占める重要な作物であり、対象作物として妥当である。 

 

(2) 対象地域及びターゲット・グループ 

対象地域は、第 2 章 2-1（4）に述べた政府による肥料輸送費補助制度が適用される 26 郡とす

る。これらの地域は丘陵、山岳地帯に属し、アクセスが困難なため肥料の入手が難しいことから、

2KR で重点的に肥料の供給を行うことは、食糧生産量の地域的偏在を是正するためにも妥当であ

る。また、これまでの 2KR 案件では、全国を対象として肥料が配布されているが、農民は 2KR

で調達された肥料のみを使用している訳ではないことから、第 3 章 3-2（1）で述べたとおり、そ

の効果について測定しようとした場合、2KR によるものか、それ以外の要因によるものか判断が

しにくい。よってその後のモニタリング・評価を容易にするため、対象地域を全国から絞り込む

ことは妥当である。 

ターゲット・グループは、対象地域における農民のうち、政府が 2009 年 3 月に導入した肥料

補助金制度の対象者（保有する農地の面積がテライ地域：4.00ha 以下、丘陵及び山岳地域：0.75ha

以下の農民）とする。これらの補助金制度の対象者は、国家農業政策において位置づけられる貧

困農民に該当し、2KR の対象として妥当である。なお本 2KR においては、対象地域にテライ地

域が含まれていないことから、結果として 26 郡のうち丘陵及び山岳地域に居住する農地保有面積

が 0.75ha の農民が対象となる。 

 

(3) 要請品目・要請数量 

「ネ」国側から要請された資材の内容（品目、数量、優先順位及び調達先国）は、以下のとお

り肥料 3 品目である（表 4-2）。調査実施前と調査実施後で要請内容に変更はない。 

 

表 4-2 要請内容 

No. 品目 要請量（MT） 優先順位 調達先国 

1 DAP（18-46-0） 10,000 1 

2 MOP（60%K） 10,000 2 

3 尿素（46%N） 10,000 3 

 

ネパール以外のすべての国 

 

①要請品目 

 第 2 章 2-3（3）において述べたとおり、1995 年に策定された APP において、肥料は 4 つの

重要な投入財の 1 つに挙げられており、2004 年に策定された NAP においても、十分な肥料の

供給の必要性を目標として掲げ、特に所有する土地が 4ha 以下の農民への支援が強調されてい

ることから、対象品目を肥料とすることは上位計画に合致しており、妥当である。 

 以下にバイラワ地域農業研究所が実施したコメ、コムギ（連作）の収穫量に関する試験結果

を示す（表 4-3）。これは肥料の三要素である窒素（N）、リン酸（P）、カリ（K）の組み合わせ

を変えて施肥した場合、収穫量にどのような影響があるかを 20 年にわたって調べたものであ
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る。 

表 4-3 バイラハワ地域農業研究所コメ・コムギ 1 年 1ha あたり平均収穫量（1978～1998 年） 

（単位：MT）                 

コメ
（第1期）

コメ
（第2期）

コムギ

施肥なし 0.399 1.066 0.532
N 0.719 1.330 0.588
NP 2.577 2.465 1.200
NK 0.630 1.300 0.611
NPK 2.760 3.082 2.301  

（出所：Better Crops International Vol. 17, No. 2, 2003） 

 

窒素（N）は、特にコメの 1 期作において施肥の効果が大きく、施肥なしの場合と比べて収

穫量が 1.8 倍に増加している。また、いずれの穀物も窒素（N）とリン酸（P）、カリ（K）の全

てを組み合わせて使用した場合に最も大きな効果を上げることが明らかである。 

「ネ」国で主に流通している窒素質肥料は尿素、リン酸質肥料は DAP、カリ肥料は MOP で

あることから、「ネ」国から要請のあったこれらの 3 品目を組み合わせて使用し、収穫量の拡

大を目指すことは 2KR の目的に合致し、適当である。 

近年、2KR では尿素のみの調達を行っており、当初「ネ」国側は尿素を第一優先とする考え

であった。一方、現在農業協同組合省では、土壌保全のためバランスの取れた施肥を広く推進

しており、偏った肥料の使用は土壌養分に悪影響を与え、収穫量の低下につながることから、

本案件においての要請品目に関しては、比較的入手の容易な尿素より DAP、MOP を優先した

いとの要望が提出され、表 4-2 のとおりの優先順位となった。 

 これらの肥料の概要は、以下のとおりである。 

(a) DAP（Diammonium Phosphates：リン酸第二アンモニウム） 

 窒素（N）18％、リン酸（P）46％を含む高度化成肥料である。水に解けやすく、その窒素

及びリン酸の肥効は速効性であるが、尿素、硫安、塩安の窒素質肥料と比較して窒素が流亡

し難く、土壌を酸性化する危険性が少ないなどの特徴がある。リン酸含量が極めて高いため

リン酸固定力の強い土壌には有効である。主に、播種期に使用される。 

(b) MOP（Muriate of Potash：塩化カリ） 

 世界の代表的なカリ肥料である。カリ鉱石及び塩水から分離・精製したもので、純粋な塩

化カリは白色結晶であるが、採掘されたカリ鉱石は少量の粘土、鉄等を含む桃色又は赤色で、

MOP も着色している。 

水溶性で、カリの肥効は、SOP（Sulphate of Potash：硫酸カリ）と同じと考えてよいが、随

伴イオンである塩素を好まない作物があり、その場合には SOP が選ばれる。カリ施肥量が多

い野菜、果樹等には SOP の方が安全であるが価格が MOP の倍以上であり、欧米ではほとん

ど MOP が使用されている。主に、播種期に使用される。 

 

(c) 尿素 

 水に溶けやすい速効性の窒素質肥料で、吸湿性があるため粒状化されている。窒素質肥料

の中で窒素含有率が最も高く、土壌を酸性化する副成分を含まない。施肥しても、すぐには

土に吸着されず、施肥後 2 日ほどで炭酸アンモニアに変わり、土に吸着されやすくなる。こ
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の炭酸アンモニアは硝酸に変わりやすい。尿素がアンモニアに変わると土を中性からアルカ

リ性にし、次にアンモニアが作物に吸収されたり、硝酸化成されて硝酸ができると土を一時

酸性にするが、硝酸が作物に吸収されると、土壌の酸性はなおる。よって土壌の酸性化はあ

まり進まない。穀類、野菜、果樹などほぼ全ての作物に適するため、世界的に広く使用され

ている。主に追肥用として使用される。 

 

これらの肥料は、いずれも対象作物であるコメ、メイズ、コムギの播種期用（DAP、MOP）

及び追肥用（尿素）として使用される。これらの品目は過去の「ネ」国に対する 2KR 援助にお

いても調達されてきた品目であり、一般的に使用されている肥料であることから、同国での使

用にあたって、問題はない。 

 

②要請数量 

「ネ」国農業協同組合省は、対象作物に対する肥料別基準施肥量を定めている（表 4-4①）。

これに全国における貧困農民の耕地面積（表 4-4②）を乗じ、全国の貧困農民に対する肥料の

必要量を算出したものが表 4-4③である。 

農業協同組合省で全国における貧困農民の耕地面積を示すデータは所有しているものの、本

案件で対象となる 26 郡における貧困農民の耕地面積を正確に示すデータがないことから、全

国土に占める 26 郡の面積の割合（46.67％）を全国における貧困農民の耕地面積に乗じること

により対象耕地面積として算出する（表 4-4④）。この耕作面積に基準施肥量を乗じ、対象地域

で必要となる肥料を算出した（表 4-4⑤）。｢ネ｣国で 2005/2006 年度から 2007/2008 年度におけ

る年間肥料供給量は、第 2 章 2-1（4）②表 2-11 に示すとおり、最も多い年でも DAP：25,585MT、

MOP：0MT、尿素：45,401MT であり、表 4-3⑤に示す数量を下回っている。すなわち、全国を

対象とするこれまでの国内の肥料供給量では、対象地域及び対象ターゲット・グループが必要

とする数量でさえ充分に満たすことができない状況にある。要請数量はこの必要推定量内であ

り（DAP：18％、MOP：30％、尿素：10％）、かつ「ネ」国の自力での肥料調達を妨げない量

であると考えられ、妥当である。 

 

表 4-4 対象作物別貧困農民に必要な肥料数量  

全国における
貧困農民の
耕地（ha)

26郡における
貧困農民の
耕地（ha）

DAP MOP 尿素  ② DAP MOP 尿素 ④ DAP MOP 尿素

コメ 56 40 152 841,876 47,145 33,675 127,965 392,904 22,003 15,716 59,721

メイズ 65 48 104 472,852 30,735 22,697 49,177 220,680 14,344 10,593 22,951

コムギ 108 40 120 383,905 41,462 15,356 46,069 179,168 19,350 7,167 21,500

計 119,342 71,728 223,211 55,697 33,476 104,172

基準施肥量
（kg/ha）

①

全国の貧困農民に対する
肥料必要量（MT）

③

26郡の貧困農民に対する

肥料必要量（MT）
⑤

 
 （出所：農業協同組合省データより作成） 

 

(4) スケジュール案 

図 4-2 に「ネ」国対象作物の栽培カレンダーを示す。標準的な施肥方法としては、播種時期に

DAP 及び MOP を撒き、約 30 日後に尿素を、さらに約 30 日後に尿素を撒く方法が採られている。

地域により時期は多少異なるが、概ねコメは 6～9 月頃、メイズは 4～6 月頃、コムギは 9～1 月頃

に肥料が使用されている。したがって、これらの施肥時期の前に調達肥料が「ネ」国に届くこと
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が望ましい。 

なお、2002 年に策定された「国家肥料政策」において、無償資金協力により供与された肥料は、

バッファーストックとして保管され、しかるべく配布が行われる旨規定されている。したがって、

施肥時期の後に到着した場合にも次の施肥時期まで肥料は保管され、適切な時期に国内で配布が

行われる。 

 

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 備考

コメ テライ
 

 □
      ◎ 　 ◎

丘陵
□

○
◎ 　 ◎

山岳
○
□

◎　 　 ◎
△

メイズ テライ
　 　　○

◎　 　 ◎

丘陵
　 ○

　　　◎  ◎

山岳
○
□

　　　◎ 　 ◎
△

コムギ テライ ◎　 　 ◎
　 ○

丘陵 ◎ 　 ◎
　
□

山岳 ◎　 　 ◎
 
□

作物名

凡例 耕起：△     播種／植付：○     施肥：□     収穫：◎

作
物
体
系
別
の
選
定
資
材
の
主
な
利
用
時
期

○

○

○

○

○△○

△○

△○

△○

△○

△○

△○

□

□

□

□ □

□ □

□

□ □

□

□

 
（出所：農業協同組合省） 

図 4-2 主要作物の栽培カレンダー 

 

(5) 調達先国 

「ネ」国以外のすべての国を対象とする。2008 年には国際市場における肥料価格が高騰し、肥

料の入手が困難となったこともあり、調達先国を広く設定することは、価格の競争性を高め、妥

当であると言える。 

 

 

4-4 実施体制及びその妥当性 

(1) 配布・販売方法・活用計画 

2004 年度 2KR では、（a）AICL を通じて農民に直接販売する方法と（b）一般競争入札を経て

肥料販売業者を通じて販売する 2 通りの販売方法が採用され、大半の肥料が後者の方法で販売さ

れた（図 4-3）。 
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(a) 農民への 
直接販売 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-3 肥料販売ルート 

 

一方、2009 年度 2KR 肥料については、（a）AICL を通じて農民に直接販売する方法のみで配布

を行う。販売方法が変更となった経緯は以下のとおりである。 

2004 年 2KR 実施時は、第 2 章 2-1（4）食糧事情で述べたとおり、それまで肥料の専売を行っ

てきた AICL のみならず、民間企業による肥料の輸入・販売が可能であった。また当時、ステー

クホルダーの参加を広く求める方針を採ったことから、一般競争入札を実施して肥料販売業者を

通じて販売する方法を採用し、かつ緊急性が高い場合には AICL による直接販売を行うという 2

つの方法が採用された。 

2006 年度 2KR 肥料についても、農業協同組合省は、当初 2004 年度 2KR と同様に 2 つの方式

による販売を計画していた。しかし、非正規ルートで流入した低価格の肥料22が国内に出回るに

つれ、正規ルートで輸入した肥料が相対的に高価となり、2KR で調達された肥料について民間企

業に対する一般競争入札を実施しても応札者がないことが予測された。 

この事態を解決するため、2009 年 3 月、農業協同組合省は 1999 年に廃止した化学肥料販売に

関する補助金制度を再び導入した。これは、年間 100,000MT までは農業協同組合省が定める肥料

                                                        
22 国境を接するインドでは、政府の補助により低価格で肥料が販売されており、一部が国境を越えてネパールに

流入してくるが、流入してくる肥料の品質は必ずしも保証されないものである。 

肥料販売業者 

地域事務所

又は 
地方貯蔵庫

2KR 肥料の調達 

(b) 一般競争
入札

民間肥料 
小売業者 

農民 

協同組合 

AICL 
地域事務所 

又は 
地方貯蔵庫 

協同組合 

AICL 
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販売基準価格と輸入価格との差額を政府予算で負担する制度である。これにより農民は一定の品

質が確保され、正規ルートで輸入された肥料を比較的低価格で購入することが可能となった。 

農業協同組合省が定める基準価格での販売は、AICL のみが委託されている。2009 年 4 月まで

販売が行われていなかった 2006 年度 2KR 調達肥料についても、この基準価格で販売することと

したため、民間企業に対する一般競争入札は行わず、AICL を通じて販売を行い、2009 年 7 月に

完売した。 

2009 年度 2KR 調達肥料についても、この基準価格での販売を計画しており、2006 年度と同様

に AICL を通じて販売を行う方針である。 

また、「ネ」国では 30 年ほど前から交通アクセスの条件が悪い地域に対し、肥料の輸送費補助

制度を実施している。対象地域は状況が変われば変更となるため、必ずしも毎年同じ郡となるわ

けではないが、この 2～3 年は同じ 26 郡が対象となっている。この制度によりこれら 26 郡におい

ても他の地区と大幅に値段の違いのない価格で肥料の購入が可能となっている。 

 

(2) 技術支援の必要性 

肥料の使用に当たっては、郡レベルに配置されている技術者（Junior Technician、以下「JT」と

いう）、技術アシスタント（Junior Technical Assistant、以下「JTA）という）と呼ばれる専門家に

より農民に対し技術指導がなされており、適正施肥量についての情報も提供されている。 

要請品目は、これまでに 2KR で調達されてきた品目であり、農民は基本的な施肥方法に関する

知識を有していることから、技術支援についての必要性はないと判断される。また、「ネ」国側も

本計画予算枠内でのソフトコンポーネントを要請していない。 

 

(3) 他ドナー・技術協力等との連携を通じたより効果的な貧困農民支援の可能性 

本 2KR において、以下のような形で連携の可能性がある。 

 

＜アジア開発銀行（ADB）＞ 

ADB の支援は肥料検査官のトレーニング等技術面での支援が中心である。肥料等の現物の供与

は実施していない。ネパールにおける農業生産を増大させるために、肥料の使用は必要であると

考えている。よって、日本が肥料といった物資面の供与を行うのであれば、ADB はキャパシティ

ービルディングやトレーニングといったソフト面からの支援を行うことで、連携が行える。 

 

＜スイス開発協力庁（SDC）＞ 

現在、農業分野では土壌管理、山岳部におけるメイズ研究、野菜種子、家庭菜園の 4 つのプロ

ジェクトを実施している。土壌管理のプロジェクトでは、有機肥料の使用を勧めており、技術指

導を行っている。土壌管理の面からは、有機肥料と化学肥料とを組み合わせて使用することが望

ましいため、どちらか一方のみではなく SDC と日本の両者がそれぞれ協力を行うことにより、

「ネ」国農業への貢献が可能となる。 

 

(4) 見返り資金の管理体制 

①見返り資金の管理機関、積み立て方法及び積み立て状況 

見返り資金の管理機関は、農業協同組合省計画局である。 
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2004 年度に民間企業を通じて肥料の販売を行った際には、代金の支払いがあってから落札企

業に肥料を引き渡しているため、エンドユーザーである農民からの代金回収状況に関わらず、

見返り資金の積み立てが可能となっていた。 

2004 年度調達肥料の一部及び 2006 年度調達肥料のように AICL を通じて販売したケースで

は、各 AICL 郡事務所は、管轄区域内で肥料を販売し、代金を回収後、AICL 本部の口座に入金

する。AICL は随時、ネパール・ラストラ銀行に開設した見返り資金口座に代金を積み立てて、

これを農業協同組合省が管理している。基本的には代金と引き換えに肥料を販売するが、農業

協同組合の中には組合員に対し、収穫後の支払いを認めているケースもある。そのような場合

にも、農業協同組合は肥料の引渡し終了後、仕入先の AICL 郡事務所に代金の支払いを行って

いることから、見返り資金の積み立ては、迅速に行われている。2009 年度 2KR が実施された

場合には、同様に AICL を通じて販売を行う計画である。 

 

 

図 4-4 肥料販売の流れと見返り資金の積み立て方法 

 

2004 年度及び 2006 年度の見返り資金の積み立て状況は、表 4-5 のとおりである。 

 

 

 

 

 

AICL 

販売拠点（地域事務所または郡事務所） 

AICL 倉庫 

（通関ポイントに所在）

農民 

農業協同組合 

農民 

農民 

農業協同組合

農民 

農業協同組合省 

郡事務所 

：肥料の流れ ：資金の流れ 
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表 4-5 見返り資金積み立て状況 

E/N供与額 FOB価格 積立義務額 積立額 積立率 使用額 残高

(円) (円) (ルピー) (ルピー) (%) (ルピー) (ルピー)

2004 301,000,000 232,047,000 50% 78,134,902.00 149,278,675.00 191.05% 149,278,675.00 0.00 2005年3月7日 2009年3月6日

2006 300,000,000 195,193,180 50% 58,704,415.00 58,406,561.49* 99.49% 0.00 58,406,561.49 2007年3月5日 2011年3月4日

*契約数量5,440MTに対し、実際の受領数量は5,412.4MTであったため。

積立期限年度
FOB価格に
対する積立

義務率

E/N署名日

 

 

2002 年度以前の口座は案件年度ごとに分けられておらず、KR の見返り資金も同じ口座に積

み立てられていた上、農業協同組合省計画局の記録と財務省の記録に齟齬が生じており、不明

な点が多いことから、現在両省の間でタスクフォースが設置され、詳細を確認中である。結果

については、年内に日本側に報告書が提出される。 

2009 年度 2KR が実施された場合には、専用の口座を開設し、販売代金すべてを積み立てる

ことについては合意済みである。 

 

②見返り資金プロジェクト 

「ネ」国における見返り資金プロジェクトが実施されるまでの手続きは以下のとおりである。 

(a) 地域毎に、見返り資金利用のプロジェクトに関する要望調査を行う 

(b) 各郡の農業開発事務所からニーズが高く、優良と思われるプロジェクトが農業協同組合

省本局（農業局）に申請される 

(c) 農業協同組合省では各地から集められたプロジェクトの中からプロジェクトを選定する 

(d) 選定されたプロジェクトの実施に係る見返り資金の使用申請を日本側（日本大使館・JICA

事務所）に対して行なう 

(e) 日本側による承認がなされる 

(f) 承認されたプロジェクトに関し、同国財務省より見返り資金使用につき予算化される 

 

至近に承認されたプロジェクトは、以下のとおりである（表 4-6）。 
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表 4-6 見返り資金プロジェクト 

申請
年度

プロジェクト名
使用承認額
（ルピー）

実施機関 監督機関 関連案件

2007 淡水漁業振興開発計画 15,482,000 国立農業研究機構 農業協同組合省
技術協力プロジェクト「淡水魚養殖計画」
（1991～1999）

2007 養蚕振興計画 25,622,000 農業協同組合省
農業局産業昆虫課

農業協同組合省

短期・長期専門家（1995～2006年）
専門家チーム派遣（ミニプロ）「養蚕振興計
画」（2000～2002年）

同フォローアップ（2003～2004年）

技プロ「養蚕振興・普及計画」（2006年～）

2007 農業研究計画 19,992,000 国立農業研究機構 国立農業研究機構

2007 水産開発計画 22,492,000 農業協同組合省
農業局水産振興部

農業協同組合省

JOCV水産開発ミニプログラム（1988年～）

無償資金協力「淡水魚振興計画I期、II期」

（1990、1991年）

技プロ「淡水魚振興計画」（1991～1999年）

2007 特別農業生産計画 7,500,000 農業協同組合省
肥料部

農業協同組合省 無償資金協力「貧困農民支援」

2007
小規模農家及び協同組合主導型
小規模灌漑及び種子・肥料輸送
費補助計画

160,000,000 農業協同組合省
農業局郡農業事務所

農業協同組合省

2007 ジャナカプール農業開発計画 5,200,000 農業協同組合省
農業局

農業協同組合省

2007 村落振興・森林／湿地保全計画 37,062,000 土壌保全局、
郡土壌保全事務局

森林・土壌保全省

「村落振興・森林保全計画フェーズI」（1994
～1999年）

「同フェーズII」）1999～2004年）

「同フォローアップ」（2004～2005年）
森林省専門家派遣（環境御製アドバイザー）
（2005年～）

2007 品質管理実験センター整備計画 2,000,000 水資源省灌漑局、
地方灌漑事務所

水資源省灌漑局

ミニプロ「施工管理センター」（1995～1998
年）
施工管理センター専門家派遣（～2000年）

水資源省灌漑局専門家派遣（～2003年）  

 

大半のプロジェクトは、過去に実施された日本の技術協力案件の継続事業あるいはフォロー

アップである他、「ジャナカプール農業開発計画」のように日本の技術協力案件の成果を継承

して「ネ」国政府主導で実施している事業のためにも使用されており、大きな成果を上げてい

る。 

 

③見返り資金口座への外部監査 

「ネ」国では、憲法において会計検査院が国の機関に関する会計検査を実施することを定め

ており、農業協同組合省に対する監査も実施されている。監査結果には、2KR に関する部分も

含まれており、該当部分を英訳の上、日本側に提出することは可能であるとのことである。 

 

(5) モニタリング・評価体制 

肥料の配布については、農業協同組合省の農業資材供給モニタリング課が責任機関となってい

る。肥料の需要と供給に関するレポートは、郡レベルに設置された DADO から同課に提出されて

いる。 

また、農業協同組合省では、郡レベルからの情報に基づき、年に 3 回肥料の需要及び供給状況

に関するレビューミーティングを行っている。 

なお、2009 年に 2KR 及び見返り資金プロジェクトの効果に関する調査が実施されたことから、

追って評価レポートが在ネパール日本国大使館と JICA ネパール事務所に提出されることを確認

した。 

 



 39

(6) 広報 

これまでには、交換公文の署名式の際に新聞、ラジオ、テレビなどを通じて広く報道が行われ

ている。また、テレビでは毎週金曜日に農業分野に関するニュースを扱う番組があり、肥料到着

時などの様子が報道されている。 

見返り資金プロジェクトについては、地方の新聞や郡農業開発事務所作成のレポートなどに取

り上げられ、その効果が掲載されている。また、小規模灌漑プロジェクトでは、2KR の見返り資

金によるプロジェクトであることが明記された銘板も設置されており、国民に広く周知されてい

る。 

 

(7) その他（新供与条件等について） 

新供与条件については、「ネ」国側はそれぞれについて以下のとおり受入れに同意している。 

①見返り資金の外部監査 

第 4 章 4-4（4）項にて述べたとおり、会計検査院による農業協同組合省に対する監査が実施

されている。監査結果のうち、2KR に関する部分を英訳の上、日本側に提出することは可能で

あることを確認した。 

 

②見返り資金の小農・貧農支援への優先使用 

これまでに実施された見返り資金プロジェクトにおいても小農・貧農への優先使用を行って

きており、今後も同様の方針であることを確認した。 

 

③ステークホルダーの参加機会の確保 

農業協同組合省は、見返り資金プロジェクトに関するワークショップ実施時などに農民との

意見交換を行っている。 

 

④半期ごとの連絡協議会の開催 

ネパール側と日本側の代表との間で、ほぼ半年に 1 度の割合で定期的に連絡協議会が開催さ

れている。至近の連絡協議会は、4 月 23 日に開催された。調査団より「ネ」国側に対し、コミ

ッティを含む連絡協議会の開催は 2007 年度（平成 19 年度）から原則年 2 回に緩和されたこと

を説明し、「ネ」国側は、年に 1 度のコミッティ及び年に 1 度の連絡協議会を引き続き実施す

ることに合意した。 
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第 5 章 結論と課題 

5-1 結論 

本計画による「ネ」国への 2KR の実施は、以下のとおり妥当であると判断される。 

・「ネ」国では、人口の 80％以上が農村部に住み、その 65.6%以上が直接的または間接的に農業

に従事している。NLSS-II によれば、農業従事者のうち、自営業者は全人口の 62.8%を占めて

おり、32.9％が貧困状態にある。また、農業労働者は全人口の 6.2%を占め、53.8％が貧困状態

にあることから、貧困削減のためには農業分野の発展が不可欠である。 

 

・本計画における対象品目は、肥料である。1995 年に策定された APP において農業分野の発展

に欠かせないもっとも重要な投入財の 1 つとして肥料を挙げており、2KR の実施は農業分野に

おける国家計画に合致したものである。 

 

・「ネ」国では化学肥料を生産しておらず、すべてを輸入に依存している。現在の供給量は、APP

に記載されている肥料使用目標量に遠く及んでおらず、インドから非正規なルートにより安価

で必ずしも品質が確かではない肥料が持ち込まれていることから、特に小規模・貧困農民に対

する支援が必要となっている。 

 

・対象地域は、政府の肥料輸送費補助制度の対象となっている 26 郡とし、ターゲット・グループ

は、これらの対象地域の貧困農民とする。これらの地域は比較的アクセスが悪く、肥料の入手

が難しいことから、このような地域を重点的に支援することにより、これらの地域の農業生産

の拡大のみならず、国全体の農業生産の増加につながるものである。また、対象地域を絞り込

むことにより、肥料配布状況のモニタリングが容易になるとともに、2KR の効果に関する評価

も容易になる。 

 

・対象となる肥料はこれまでに供与された実績のあるものであり、農民はその使用方法に精通し

ている。郡レベルには JT、JTA と呼ばれる技術者等が農民に対し技術指導を行っており、適正

な施肥量についての情報も提供されている。よって、供与される肥料について使用上での問題

はない。 

 

・これまでに実施された 2KR において、調達資機材の販売は完了しており、見返り資金の積み立

ても確実に行われている。また、大半の見返り資金プロジェクトは、過去に実施された日本の

技術協力案件の継続事業あるいはフォローアップである他、日本の技術協力案件の成果を継承

して「ネ」国政府主導で実施している事業のためにも使用されており、大きな成果を上げてい

る。 

 

・39 ページに示した新供与条件について、平成 18 年度より「ネ」国は受け入れについて同意し

ており、今後も実施することについて約束している。 
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5-2 課題/提言 

(1) 見返り資金の管理方法 

第 4 章 4-4（4）①で述べたとおり、2002 年度以前は、1 つの見返り資金口座に複数年度の見返

り資金が積み立てられ、KR と 2KR の見返り資金が同じ口座で管理されていた。よって、2008 年

に KR と 2KR を別の口座に分け、2004 年度以降の 2KR については、実施年度ごとに個別の口座

を開設した。これにより実施年度ごとの支出入の管理が容易となった。一方で 2002 年度以前につ

いては、農業協同組合省の把握している金額と、実際に出入金を担当している財務省から報告の

ある金額について齟齬が生じている。これについては、帳簿上 1 件 1 件の明細の確認が必要とな

っている。「ネ」国側は、12 月までに確認作業を終え、日本側に正式な報告をする、としている。 

今後の見返り資金管理において、同様の問題が生じないよう、原因の解明が必要である。 

 

(2) 肥料配布方法 

肥料の配布にあたっては、農業協同組合省は販売時に土地所有面積証明書の提示を求めること

により、確実に貧困農民の手に渡ることを確保するとしている。これにより、大規模農民に 2KR

肥料が渡らない一定の効果があると考えられるが、分割して土地を所有する大規模農民の手に渡

ってしまう可能性も残っており、更なる工夫が必要となっている。 

 

(3) 土壌試験実施体制の強化 

肥料の効果を最大限に引き出すためには、適切な量の施肥が必須である。土壌の状態は年を経

て変化するものであるが、近年有機肥料の使用が減り、化学肥料の使用が増えてきたことにより

肥沃度が低下しているとの報告がある。APP において「ネ」国政府は肥料の使用目標量を定めて

いるが、土壌試験を随時実施し、適切な施肥量を確認することが必要である。 

またバランスの取れた施肥により、コメの生産性が 10～30％も増加するとの研究もあることか

ら、肥料の支援といった物資面の協力に加え、土壌試験実施体制の強化という技術面への協力も

併せて実施されれば、本貧困農民支援の効果もより期待できる。 

 



添 付 資 料 
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添付資料２ 

収集資料リスト 

 

現地収集資料（現地で収集した全資料） 

・ AICL branch map by Agriculture Inputs Company Limited, October 2009 

・ APP Implementation Status Report (Volume I: Main Report), the IDL Group Ltd, January 2006 

・ APP Implementation Status Report (Annex), the IDL Group Ltd, April 2006 

・ Collection of Fertilizer related Policy, Order, Directives and Working Guidelines, Ministry of 
Agriculture and Cooperatives, 2064 

・ Environment Statistics of Nepal 2008, Central Bureau of Statistics, 2009 

・ Farmer Profiles from the Mid-hills of Nepal (Volume 1, April 2009), Sustainable Soil Management 
Programme, April 2009 

・ FERTILIZER POLICY CHANGE AND ITS IMPACT ON AGRICULTURE INTENSIFICATION, Ram 
Krishna Shrestha, 2009 

・ Nepal Fertilizer Use Study, Ministry of Agriculture and Cooperatives, 2003 

・ RNZ INDIAN FERTILIZER INDUSTRY DIRECTORY 2005 & MAJOR INTERNATIONAL 
FERTILIZER SUPPLIERS, AICL 

・ Statistical Information on Nepalese Agriculture 2007/2008(2064/2065), Agri-Business Promotion and 
Statistics Division (Ministry of Agriculture and Co-operatives), 2008 

・ Urea – Selling Price List in 2009, Agriculture Inputs Company Limited, 2009 

・ 『ネパール NGO ディレクトリー（2007 年度）』、NGO-JICA ジャパンデスク（ネパール）、2008
年 3 月 

・ 『ネパール 2008 JICA 草の根技術協力事業 現地 NGO との連携で草の根に支援を』、JICA
ネパール事務所 NGO デスク 

・ 輸送費補助金対象地区リスト（26 districts）、MOAC 

 

その他の参考資料（日本での収集資料） 

・ Agriculture Monograph, Central Bureau of Statistics, 2006 
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添付資料３ 

ヒアリング結果 

 

1. 肥料輸入販売業者 

【農業資材投入公社（AICL）本部】 

訪問日  ：2009 年 10 月 08 日・2009 年 10 月 14 日 

所在地  ：カトマンズ市 

主な面談者 ：Pashupati Gautam（総裁）、Yagya Bahadur Khadka 

概要： 

(1) 組織概要 

＜沿革＞ 

・ 農業資材公社（AIC）を母体とする。AIC は農業資機材の調達・販売を行う、政府の資本 100%

の公社。 

・ 肥料の輸入販売を独占的に行ってきた。 

・ 肥料取引自由化に伴い、2002年、肥料を取り扱うAICLと種子を取り扱う国家種子公社（NSCL）

に分割された。 

・ 現在政府の出資はなく、100%自己資本。 

＜事業内容＞ 

・ 肥料の輸入・販売 

・ 政府の委託事業（援助肥料の保管・販売、緊急支援など） 

・ 2KR の肥料の保管・販売（担当部署：マーケティング部） 

＜拠点＞ 

・ 支部 39 箇所（本部１、地域事務所 5、郡事務所 33、販売拠点11） 

 

(2) 輸入通関ポイントについて 

5 箇所の輸入通関ポイントがあるが、その地理的重要性や充実した設備・規模から、実質使用

されているのはビルガンジ税関である。 

 

（重要度・使用頻度高順） 

① ビルガンジ（中部） 

 コルカタから鉄道が通っており、主要な貿易ルートとなっている 

 税関設備が充実、「ネ」国最大規模 

 AICL 倉庫 計 14,000 MT 

② ビラトナガル（東部） 

 インドとつなぐ鉄道あり 

 東部に位置していることから、輸送費がかかる 

③ バイラハワ（西部） 

 インドとつなぐ鉄道あり 

 AICL の事務所なし（ポカラ事務所が管轄） 

                                                  
1 事務所は設置していないが、肥料の販売のみ行うポイントとして設置している。 
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④ ダンガディ（極西部地域） 

 鉄道なし 

 利用頻度低い 

⑤ ネパールガンジ（中西部地域） 

 鉄道なし。 

 利用頻度低い 

＊④、⑤はほとんど使われていない。 

 

(3) 輸入肥料について 

・ MOP は需要が少なく（十分に普及していない）、他の肥料に比べて割高で、完売までに時間

がかかる。 

・ 主な調達先国は、インド、中国、韓国、バングラデッシュ、中東湾岸諸国。 

・ 商業ベースの輸入では、指定機関による船積前検査が義務付けられている。2KR の場合、AICL

は輸送と保管業務のみを委託されており、品質に関しては農業協同組合省の責任下にある。 

 

(4) 2KR について 

・ 2KR の肥料は農民の間では周知されており、品質においても信頼がありニーズが高い。 

・ 国際市場価格の高騰により 2KR の肥料の販売価格も上昇し、一時期、販売量が減少した。 

・ 年々2KR で調達される肥料が少なくなっている。2KR の肥料は需要が高いので、供与量を増

やしていただきたい。 

 

(5) その他 

・ ネパールが 2009 年度 2KR 実施候補国に選ばれたことに感謝する。 

・ 2KR で供与される肥料は、品質が高いと認識している。 

・ 以前は、見返り資金の積立てに時間がかかっていたが、現在は販売後 20 日で見返り資金口座

に入金を行っている。 

・ ネパールでは、45 郡において食糧自給を達成できていない。特に山岳地帯の遠隔地である 26

郡2に対し補助金制度を設け、重点的な配布ができるよう提言したい。 

 

 

【AICL バンケ地域事務所】 

訪問日  ：2009 年 10 月 11 日 

所在地  ：バンケ郡ネパールガンジ市 

主な面談者 ：Shyam Bahadur K. C. 

概要： 

(1) 組織概要 

・ 主な事業は、肥料及びその他農業投入財の保管、販売。 

・ 管轄区は、13 郡（うち、8 郡は輸送費補助制度の対象となっている遠隔地）。 

 

                                                  
2 この 26 郡は既に、輸送費を政府が負担する補助金制度の対象となっている。 
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(2) 輸送費補助制度対象地域への肥料配布手順について 

① 対象郡からバンケ郡農業開発事務所（DADO）へ、肥料の要請があがる 

② DADO は競争入札により輸送業者を選定する 

③ 輸送業者は、AICL 地域事務所に保管されている肥料を対象郡の DADO へ配送する 

④ 輸送費は、バンケ郡 DADO から輸送業者へ支払われる 

⑤ 肥料は対象郡の DADO で保管される。 

 

(3) 「ネ」国の肥料市場について 

・ 1997 年の肥料取引の自由化は、結果的にはプラスとはならなかった（価格の高騰、肥料不足

等）。 

・ 肥料の販売価格における補助金制度の導入により価格が下がり、貧困農民にとっては購入し

易くなった。 

 

(4) 2KR の肥料について 

・ 調達された肥料は AICL 郡事務所に保管され、適宜、組合等に販売される。 

・ 2KR の肥料は、生産性の向上に重要かつ効果的である。 

・ 2KR で調達される肥料は数量が少なく、尿素に限定されている。調達量を増やすこと、DAP

と MOP も調達されることを望む。 
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2. 肥料販売業者 

【Lamsal Agro Trader】 

訪問日  ：2009 年 10 月 12 日 

所在地  ：バンケ郡ネパールガンジ市 

主な面談者 ：Lamsal Somkant（事業主） 

概要： 

(1) 遠隔・事業内容 

・ 開業：2002 年 

・ 取扱品目：肥料、種子、殺虫剤、飼料、その他 

・ 昨年（2007/08 年度）の年間売り上げ：273,262,771 ルピー 

 

(2) 肥料の販売について 

・ 仕入れ先：販売業者、輸入業者 

・ 仕入れ時の支払い方法：現金または代引き 

・ 主な顧客：農家、販売業者
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3. 農業協同組合 

【Cooperative Society Ltd.】 

訪問日  ：2009 年 10 月 10 日 

所在地  ：バンケ郡ネパールガンジ市 

主な面談者 ：Mohan Tharu、Shiva Bahadur Pamdit Chnetri 

概要： 

(1) 組織概要 

・ AICL バンケ地域事務所の管轄 

・ バンケ郡最大規模の組合 

・ メンバー数：6,210 人（うち、女性 1,870 人）、約 5,000 世帯 

・ 所属する農村開発委員会（VDC: Village Development Committee）数3：4 

・ 保管倉庫：約 200MT 一棟（肥料、穀類などを保管） 

・ 設備：脱穀機（1 MT/時） 1 台 

 

(2) 主な活動内容 

・ 金融サービス（資金の積み立て、貸し付け） 

・ 肥料など農業投入財の販売 

・ 農作物の買取・販売 

・ 脱穀機の貸し出しサービス 

・ 技術指導（サービスセンターの技術アシスタントが、施肥量・肥料の使用方法などを農家に指

導する） 

・ その他 

 

(3) 主な栽培作物 

・ コメ、コムギ 

・ 自家消費用。自給分は充足。 

・ 余剰分は組合に販売し、組合は他の農民や組合に販売する。 

 

(4) 使用する主な肥料について 

・ 尿素、DAP、MOP 

・ 販売価格は、新肥料政策により固定（2006 年度 2KR の肥料も同一価格）されている。 

・ 原産国はインドが主流である。 

・ AICL 地域事務所から組合に販売され、農民に販売される。 

・ 農民の支払い方法は現金またはクレジット。農作物を収穫し換金後（＝一年後）、支払うケース

もある。 

 

(5) 2KR の肥料について 

・ 供給量が少ない。もっと調達量を増やしていただきたい。 

・ 2006 年度の肥料はすぐ完売し、在庫なし。 

                                                  
3 VDC は 28～30 の村から構成される共同体。バンケ郡には、計 112 村、計 46VDC が存在する。 
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【クサジュル農業協同組合】 

訪問日  ：2009 年 10 月 10 日 

所在地  ：バンケ郡ネパールガンジ市 

主な面談者 ：Nirmal Khanal、Ram Prasad Sharma 

概要： 

(1) 組織概要 

・ AICL バンケ地域事務所の管轄 

・ メンバー数：1,000 人、約 500 世帯 

・ 所属する VDC 数：5（計 40 村） 

・ 保管倉庫：約 50MT 一棟 

・ 設備：脱穀機（1 MT/時） 1 台 

 

(2) 主な活動内容 

・ 金融サービス 

・ 肥料、殺虫剤などの販売 

・ 農作物の買取・販売 

・ 脱穀機の貸し出し 

 

(3) 主な栽培作物 

・ コメ、コムギ、メイズ 

・ 自家消費用・換金用両方。 

・ 現在自給分は足りているが、雨量など天候に収穫は左右される。 

 

(4) 使用する主な肥料 

・ 尿素、DAP、MOP、その他有機肥料 

・ 農民の支払い方法は現金またはクレジット。まれに作物換金後（＝一年後）に支払うケースが

あるが、ほとんどが代引き。 

 

(5) 2KR の肥料について 

・ 2006 年度 2KR の肥料はすぐ完売し、在庫なし。 

・ 肥料の調達を希望する優先順位は①DAP、②尿素。 
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4. 農家 

【Ram Kumar Barma】 

訪問日  ：2009 年 10 月 11 日 

所在地  ：バンケ郡ネパールガンジ市プライナ村 

概要： 

(1) プライナ村について 

・ 人口：約 3000 人 

・ 世帯数：約 900 世帯 

 

(2) プロフィール 

・ 62 歳・男性 

・ 主な収入源：農業 

・ 同居する家族：3 人 

・ 所有する土地面積：約 5ha 

・ 栽培作物と土地利用：コメ（3 ha）、コムギ（5 ha）（同じ畑でコメとコムギを輪作） 

貸付または他の作物栽培 (2 ha) 

自家消費用・換金用両方 

・ 農業協同組合に所属 

・ 所有する農機類：四輪トラクター（2WD）1 台、脱穀機 1 台 

 

(3) 使用する主な肥料 

・ 尿素、DAP、MOP 

・ 基本的に組合から購入。不足分はマーケットから購入（インドからの輸入肥料）。 

 

(4) 2KR の肥料について 

・ 2006 年度 2KR の肥料を約 500kg 購入。 

・ 一般的に、肥料を使用しないと収穫量は 40%減。 

・ 2KR の肥料はその他の肥料と併せて使用するので、効果を計ることはできない。 

・ マーケットで購入する肥料の中には、表示と異なる成分や配合のものもある。2KR の肥料の

品質は信頼できる。 

 

(5) 主な栽培作物 

・ コメ、コムギ 

 

(6) 所有する農機具について 

・ トラクター：自家用、貸借なし、耕作時に使用。 

・ 脱穀機：村内に 3 台あり、そのうちの 1 台。 

近隣農家も有料で使用（現金または現物にて）。 

 

(7) 技術支援の有無 

・ サービスセンターの技術アシスタントから、肥料の使い方などの指導を受ける。 
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【Omo Jumg Rana】 

訪問日  ：2009 年 10 月 11 日 

所在地  ：バンケ郡ネパールガンジ市プライニ村 

概要： 

(1) プライニ村について 

・ 人口：約 5000 人 

・ 世帯数：約 400 世帯 

 

(2) プロフィール 

・ 主な収入源：農業・サラリー（エンジニア、銀行員） 

・ 同居する家族：6 人 

・ 所有する土地面積：約 3.5ha 

・ 主な栽培作物：コメ、コムギ、マンゴー 

自家消費用・換金用両方 

・ 元郡開発委員会の委員長、組合に所属 

 

(3) 使用する主な肥料 

・ 尿素、DAP、MOP 

・ 化学肥料が足りないときは、有機肥料を使用 

・ 昨年まで AICL 地域事務所から購入。政策変更後は組合から購入。不足分はマーケットから

購入。 

・ 現金代引き 

・ 化学肥料が足りないため有機肥料を使用するが、以下の問題あり。 

－作るのが難しい 

－時間がかかるため、適時に施肥できない 

－必要養分を得るためには、原料が大量に必要 

－MOP の代用に骨粉肥料を使用していたが、鳥インフルエンザの影響で使用できない 

 

(4) 2KR の肥料について 

・ 使用した経験あり。 

・ 品質が良いので使用したいが、供給量が少ない。 

 

(5) 主な栽培作物 

・ コメ、コムギ 

 

(6) 所有する農機具について 

・ 噴霧器 2 台、家畜牽引用プラウ 1 台、灌漑用ポンプ 1 台 

・ トラクターはなし。村に 2 台あり、600 ルピー/日で借りている。 
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5. 他ドナー 

【アジア開発銀行（ADB）】 

訪問日  ：2009 年 10 月 13 日 

所在地  ：カトマンズ市 

主な面談者 ：城石幸博、Govinda P. Gewali 

概要： 

(1) ADB による支援 

・ 検査官の指導やマーケティング開発などの技術支援が中心である。資機材の供与は実施して

いない。 

・ 農業長期開発計画（APP）策定にも参加、サポートを行った。 

・ 共同融資をスイス、カナダ、イギリス、日本などと行っている。 

・ 農業協同組合省が主催するドナー間協議に参加している。同協議では、各ドナーによる活動

説明等があり、協調を探ることを目的としている。 

 

(2) 2KR に対するコメント 

・ 大規模農家ではなく、小規模農家に肥料が確実に配布されなければならない。そのためには、

モニタリングを徹底することが必要だろう。 

・ 見返り資金が適切に活用されなければならない。 

・ 長期的な計画をもって支援することが大切である。一例としては、品質管理の改善が挙げられ

る。 

 

 

【スイス開発協力庁（SDC）】 

訪問日  ：2009 年 10 月 13 日 

所在地  ：カトマンズ市（在ネパールスイス大使館内） 

主な面談者 ：Yamuna Ghale 

概要： 

・ 農業分野におけるプロジェクトを現在４つ実施している（2KR に関連するものとしては、土

壌管理）。 

・ 農業協同組合省が主催するドナー間協議に参加して意見交換を行っている。 

・ 偏った化学肥料の使用は土壌劣化につながり、持続的な農業は成り立たない。土壌管理プロ

ジェクトでは有機肥料の使用を推進している。化学肥料と有機肥料をバランスよく使用する

ことが望ましく、2KR と協調できればよいと考える。 

・ SDC はジェンダーの問題にも取り組んでいる。食糧生産が上昇し収入が増加したとしても、

女性の地位を改善するとは限らない。ジェンダーの問題にも目を向けてもらえたらと考えて

いる。 
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